
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　結着樹脂、着色剤及びワックス成分を少なくとも含有するトナー粒子を有するトナーに
おいて、
　透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ）を用いて該トナー粒子の断層面を観察した時に、該ワック
ス成分が結着樹脂中において粒状に分散しており、且つ、該ワックス成分中において一部
の結着樹脂が粒状に分散しており、
　該トナー粒子中に含有されている残留モノマーの含有量が、トナー粒子の重量を基準と
して５００ｐｐｍ以下であることを特徴とするトナー。
【請求項２】
　該トナー粒子中に含有されている残留モノマーの含有量が、トナー粒子の重量を基準と
して２００ｐｐｍ以下であることを特徴とする請求項１に記載のトナー。
【請求項３】
　該トナー粒子中に含有されている残留モノマーの含有量が、トナー粒子の重量を基準と
して１００ｐｐｍ以下であることを特徴とする請求項１に記載のトナー。
【請求項４】
　該結着樹脂が、ＧＰＣ分子量２００乃至２０００の成分を該トナー粒子の重量を基準と
して１０．０重量％以下含有していることを特徴とする請求項１乃至３のいずれかに記載
のトナー。
【請求項５】

10

20

JP 3969873 B2 2007.9.5



　該トナー粒子は、形状係数ＳＦ－１の値が１００～１６０であり、形状係数ＳＦ－２の
値が１００～１４０であることを特徴とする請求項１乃至４のいずれかに記載のトナー。
【請求項６】
　該トナー粒子は、形状係数ＳＦ－１の値が１００～１４０であり、形状係数ＳＦ－２の
値が１００～１２０であることを特徴とする請求項１乃至５のいずれかに記載のトナー。
【請求項７】
　該トナー粒子は、形状係数ＳＦ－２を形状係数ＳＦ－１で除した値（ＳＦ－２）／（Ｓ
Ｆ－１）が１．０以下であることを特徴とする請求項１乃至６のいずれかに記載のトナー
。
【請求項８】
　該トナー粒子は、ワックス成分をトナー粒子の重量を基準として０．５～３０重量％含
有していることを特徴とする請求項１乃至７のいずれかに記載のトナー。
【請求項９】
　外部より帯電部材に電圧を印加し、静電潜像担持体に帯電を行なう帯電工程；帯電され
た静電潜像担持体に静電荷像を形成する静電荷像形成工程；現像剤担持体に担持されたト
ナーで、該静電荷像を現像してトナー像を静電潜像担持体上に形成する現像工程；静電潜
像担持体上の該トナー像を記録材に転写する転写工程；記録材上のトナー像を加熱定着す
る定着工程；を少なくとも有する画像形成方法において、
　該トナーが、結着樹脂、着色剤及びワックス成分を少なくとも含有するトナー粒子を有
しており、
　透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ）を用いて該トナー粒子の断層面を観察した時に、該ワック
ス成分が結着樹脂中において粒状に分散しており、且つ、該ワックス成分中において一部
の結着樹脂が粒状に分散しており、
　該トナー粒子中に含有されている残留モノマーの含有量が、トナー粒子の重量を基準と
して５００ｐｐｍ以下であることを特徴とする画像形成方法。
【請求項１０】
　該現像工程において、現像領域における現像剤担持体表面の移動速度が、静電潜像担持
体表面の移動速度に対し、１．０５～３倍の速度であり、該現像剤担持体の表面粗度Ｒａ
（μｍ）が１．５以下であることを特徴とする請求項 に記載の画像形成方法。
【請求項１１】
　該現像剤担持体と対向して強磁性金属ブレードを微小間隔をもって配することを特徴と
する請求項 又は に記載の画像形成方法。
【請求項１２】
　該現像剤担持体と対向して弾性体からなるブレードを当接することを特徴とする請求項

又は に記載の画像形成方法。
【請求項１３】
　該静電潜像担持体と該現像剤担持体とがある一定の間隙を有し、交互電界を印加しなが
ら現像することを特徴とする請求項 乃至 のいずれかに記載の画像形成方法。
【請求項１４】
　該帯電工程が、帯電部材を静電潜像担持体に接触させて、外部より帯電部材に電圧を印
加し、静電潜像担持体を帯電することを特徴とする請求項 乃至 のいずれかに記載の
画像形成方法。
【請求項１５】
　該転写工程が、転写材を介して、転写装置を静電潜像担持体に当接することにより行わ
れることを特徴とする請求項 乃至 のいずれかに記載の画像形成方法。
【請求項１６】
　該加熱定着工程が、オフセット防止用液体の供給がない、或いは、定着器クリーナーを
有しない加熱定着装置により行われることを特徴とする請求項 乃至 のいずれかに記
載の画像形成方法。
【請求項１７】
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　該加熱定着工程が、固定支持された加熱体と、該加熱体に対向圧接し、且つ、フィルム
を介して該加熱体に転写材を密着させる加圧部材により、トナー画像を転写材に加熱定着
することを特徴とする請求項 乃至 のいずれかに記載の画像形成方法。
【請求項１８】
　転写工程後、静電潜像担持体上の未転写の残留トナーをクリーニングして回収し、回収
したトナーを現像手段に供給して再度現像工程に適用するトナーリユース機構を有するこ
とを特徴とする請求項 乃至 のいずれかに記載の画像形成方法。
【請求項１９】
　該トナー粒子中に含有されている残留モノマーの含有量が、トナー粒子の重量を基準と
して２００ｐｐｍ以下であることを特徴とする請求項 乃至 のいずれかに記載の画像
形成方法。
【請求項２０】
　該トナー粒子中に含有されている残留モノマーの含有量が、トナー粒子の重量を基準と
して１００ｐｐｍ以下であることを特徴とする請求項 乃至 のいずれかに記載の画像
形成方法。
【請求項２１】
　該結着樹脂が、ＧＰＣ分子量２００乃至２０００の成分を該トナー粒子の重量を基準と
して１０．０重量％以下含有していることを特徴とする請求項 乃至 のいずれかに記
載の画像形成方法。
【請求項２２】
　該トナー粒子は、形状係数ＳＦ－１の値が１００～１６０であり、形状係数ＳＦ－２の
値が１００～１４０であることを特徴とする請求項 乃至 のいずれかに記載の画像形
成方法。
【請求項２３】
　該トナー粒子は、形状係数ＳＦ－１の値が１００～１４０であり、形状係数ＳＦ－２の
値が１００～１２０であることを特徴とする請求項 乃至 のいずれかに記載の画像形
成方法。
【請求項２４】
　該トナー粒子は、形状係数ＳＦ－２を形状係数ＳＦ－１で除した値（ＳＦ－２）／（Ｓ
Ｆ－１）が１．０以下であることを特徴とする請求項 乃至 のいずれかに記載の画像
形成方法。
【請求項２５】
　該トナー粒子は、ワックス成分をトナー粒子の重量を基準として０．５～３０重量％含
有していることを特徴とする請求項 乃至 のいずれかに記載の画像形成方法。
【請求項２６】
　外部より帯電部材に電圧を印加し、静電潜像担持体に帯電を行なう帯電工程；帯電され
た静電潜像担持体に静電荷像を形成する静電荷像形成工程；現像剤担持体に担持されたト
ナーで、該静電荷像を現像してトナー像を静電潜像担持体上に形成する現像工程；静電潜
像担持体上の該トナー像を中間転写体に転写する第１の転写工程；該中間転写体上のトナ
ー像を記録材に転写する第２の転写工程；記録材上のトナー像を加熱定着する定着工程；
を少なくとも有する画像形成方法において、
　該トナーが、結着樹脂、着色剤及びワックス成分を少なくとも含有するトナー粒子を有
しており、
　透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ）を用いて該トナー粒子の断層面を観察した時に、該ワック
ス成分が結着樹脂中において粒状に分散しており、且つ、該ワックス成分中において一部
の結着樹脂が粒状に分散しており、
　該トナー粒子中に含有されている残留モノマーの含有量が、トナー粒子の重量を基準と
して５００ｐｐｍ以下であることを特徴とする画像形成方法。
【請求項２７】
　該現像工程において、現像領域における現像剤担持体表面の移動速度が、静電潜像担持
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体表面の移動速度に対し、１．０５～３倍の速度であり、該現像剤担持体の表面粗度Ｒａ
（μｍ）が１．５以下であることを特徴とする請求項 に記載の画像形成方法。
【請求項２８】
　該現像剤担持体と対向して強磁性金属ブレードを微小間隔をもって配することを特徴と
する請求項 又は に記載の画像形成方法。
【請求項２９】
　該現像剤担持体と対向して弾性体からなるブレードを当接することを特徴とする請求項

又は に記載の画像形成方法。
【請求項３０】
　該静電潜像担持体と該現像剤担持体とがある一定の間隙を有し、交互電界を印加しなが
ら現像することを特徴とする請求項 乃至 のいずれかに記載の画像形成方法。
【請求項３１】
　該帯電工程が、帯電部材を静電潜像担持体に接触させて、外部より帯電部材に電圧を印
加し、静電潜像担持体を帯電することを特徴とする請求項 乃至 のいずれかに記載
の画像形成方法。
【請求項３２】
　該転写工程が、転写材を介して、転写装置を中間転写体に当接することにより行われる
ことを特徴とする請求項 乃至 のいずれかに記載の画像形成方法。
【請求項３３】
　該加熱定着工程が、オフセット防止用液体の供給がない、或いは、定着器クリーナーを
有しない加熱定着装置により行われることを特徴とする請求項 乃至 のいずれかに
記載の画像形成方法。
【請求項３４】
　該加熱定着工程が、固定支持された加熱体と、該加熱体に対向圧接し、且つ、フィルム
を介して該加熱体に転写材を密着させる加圧部材により、トナー画像を転写材に加熱定着
することを特徴とする請求項 乃至 のいずれかに記載の画像形成方法。
【請求項３５】
　転写工程後、静電潜像担持体上の未転写の残留トナーをクリーニングして回収し、回収
したトナーを現像手段に供給して再度現像工程に適用するトナーリユース機構を有するこ
とを特徴とする請求項 乃至 のいずれかに記載の画像形成方法。
【請求項３６】
　該トナー粒子中に含有されている残留モノマーの含有量が、トナー粒子の重量を基準と
して２００ｐｐｍ以下であることを特徴とする請求項 乃至 のいずれかに記載の画
像形成方法。
【請求項３７】
　該トナー粒子中に含有されている残留モノマーの含有量が、トナー粒子の重量を基準と
して１００ｐｐｍ以下であることを特徴とする請求項 乃至 のいずれかに記載の画
像形成方法。
【請求項３８】
　該結着樹脂が、ＧＰＣ分子量２００乃至２０００の成分を該トナー粒子の重量を基準と
して１０．０重量％以下含有していることを特徴とする請求項 乃至 のいずれかに
記載の画像形成方法。
【請求項３９】
　該トナー粒子は、形状係数ＳＦ－１の値が１００～１６０であり、形状係数ＳＦ－２の
値が１００～１４０であることを特徴とする請求項 乃至 のいずれかに記載の画像
形成方法。
【請求項４０】
　該トナー粒子は、形状係数ＳＦ－１の値が１００～１４０であり、形状係数ＳＦ－２の
値が１００～１２０であることを特徴とする請求項 乃至 のいずれかに記載の画像
形成方法。
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【請求項４１】
　該トナー粒子は、形状係数ＳＦ－２を形状係数ＳＦ－１で除した値（ＳＦ－２）／（Ｓ
Ｆ－１）が１．０以下であることを特徴とする請求項 乃至 のいずれかに記載の画
像形成方法。
【請求項４２】
　該トナー粒子は、ワックス成分をトナー粒子の重量を基準として０．５～３０重量％含
有していることを特徴とする請求項 乃至 のいずれかに記載の画像形成方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、電子写真法、静電記録法、磁気記録法、トナージェット法などを利用した記録
方法に用いられるトナー、及び、該トナーを用いた画像形成方法に関するものである。詳
しくは、複写機、プリンター、ファクシミリ、プロッター等に利用し得る画像記録装置に
用いられるトナー、及び、該トナーを用いた画像形成方法に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
従来、電子写真法としては米国特許第２，２９７，６９１号明細書、特公昭４２－２３９
１０号公報および特公昭４３－２４７４８号公報等に記載されている如く多数の方法が知
られているが、一般には光導電性物質を利用し、種々の手段により感光体上に電気的潜像
を形成し、次いで該潜像をトナーを用いて現像し、必要に応じて直接的あるいは間接的手
段を用い、紙等の転写材にトナー画像を転写した後、加熱、加圧、あるいは溶剤蒸気など
により定着し複写物等を得るものであり、そして感光体上に転写せずに残った未転写トナ
ーは種々の方法でクリーニングされ、上述の工程が繰り返される。
【０００３】
また、一般的なフルカラー画像を形成する方法の一例について説明すると、感光体ドラム
の感光体（静電潜像担持体）を一次帯電器によって均一に帯電し、原稿のマゼンタ画像信
号にて変調されたレーザー光により画像露光を行い、感光体ドラム上に静電潜像を形成し
、マゼンタトナーを保有するマゼンタ現像器により該静電潜像の現像を行い、マゼンタト
ナー画像を形成する。ついで搬送されてきた転写材に転写帯電器によって前記の感光体ド
ラムに現像されたマゼンタトナー画像を直接的、あるいは間接的手段を用い転写する。
【０００４】
一方、前記の静電潜像の現像を行った後の感光体ドラムは、除電用帯電器により除電し、
クリーニング手段によってクリーニングを行った後、再び一次帯電器によって帯電し、同
様にシアントナー画像の形成及び前記のマゼンタトナー画像を転写した転写材へのシアン
トナー画像の形成を行い、更にイエロー色、ブラック色と順次同様に行って、４色のトナ
ー画像を転写材に転写する。該４色のトナー画像を有する転写材を定着ローラにより熱及
び圧力の作用で定着することによりフルカラー画像を形成する。
【０００５】
近年このような装置は、単なるオリジナル原稿を複写するための事務処理用複写機という
だけでなく、コンピューターの出力としてのレーザービームプリンター（ＬＢＰ）、ある
いは個人向けのパーソナルコピー（ＰＣ）という分野で使われ始めた。
【０００６】
また、このようなＬＢＰやＰＣに代表される分野以外にも、基本エンジンを応用した普通
紙ファックスヘの展開も急激に発展を遂げつつある。
【０００７】
そのため、より小型、より軽量そしてより高速、より高画質、より高信頼性が厳しく追及
されてきており、機械は種々の点でよりシンプルな要素で構成されるようになってきてい
る。その結果、トナーに要求される性能はより高度になり、トナーの性能向上が達成でき
なければ、より優れた機械が成り立たなくなってきている。また、近年多様な複写のニー
ズに伴い、カラー複写に対する需要も急増しており、オリジナルカラー画像をより忠実に
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複写するため、さらに一層の高画質、高解像度等が望まれている。さらに、両面のオリジ
ナルカラー原稿の複写に対する要求も高まってきている。
【０００８】
これらの観点より、該カラーの画像形成方法に使用されるトナーは、これに加熱した際の
溶融性および混色性が良いことが必要であり、軟化点が低く、かつ溶融粘度の低いシャー
プメルト性の高いトナーを使用することが好ましい。
【０００９】
すなわち、係るシャープメルトトナーを使用することにより、複写物の色再現範囲を広め
、原稿像に忠実なカラーコピーを得ることができる。
【００１０】
しかしながら、このようなシャープメルト性の高いカラートナーは、一般に定着ローラと
の親和性が高く、定着時に定着ローラにオフセットしやすい傾向にある。
【００１１】
特にカラー画像形成装置における定着装置の場合、転写材上にマゼンタ、シアン、イエロ
ー、ブラックと複数層のトナー層が形成されるため、トナー層厚の増大から特にオフセッ
トが発生しやすい傾向にある。
【００１２】
従来定着ローラ表面にトナーを付着させない目的で、例えば、ローラ表面をシリコーンゴ
ムやフッ素系樹脂などの、トナーに対して離型性に優れた材料で被覆し、さらにその表面
にオフセット防止、および、ローラ表面の疲労を防止するためにシリコーンオイル、フッ
素オイルのごとき離型性の高い液体の薄膜でローラ表面を被覆することが行われている。
しかしながら、この方法はトナーのオフセットを防止する点では極めて有効であるが、オ
フセット防止用液体を供給するために装置が必要なため、定着装置が複雑になること等の
問題を有していることはもちろんのこと、このオイル塗布が定着ローラを構成している層
間の剥離を起こし結果的に定着ローラの短寿命化を促進するという弊害がつきまとう。
【００１３】
そこで、シリコーンオイルの供給装置などを用いないで、かわりにトナー中から加熱時に
オフセット防止液体を供給しようという考えから、トナー中に低分子量ポリエチレン、低
分子量ポリプロピレンなどの離型剤を添加する方法が提案されている。
【００１４】
トナー中に離型剤としてワックスを含有させることは、例えば特公昭５２－３３０４号公
報、特公昭５２－３３０５号公報、特開昭５７－５２５７４号公報等に技術が開示されて
いる。
【００１５】
また、特開平３－５０５５９号公報、特開平２－７９８６０号公報、特開平１－１０９３
５９号公報、特開昭６２－１４１６６号公報、特開昭６１－２７３５５４号公報、特開昭
６１－９４０６２号公報、特開昭６１－１３８２５９号公報、特開昭６０－２５２３６１
号公報、特開昭６０－２５２３６０号公報、特開昭６０－２１７３６６号公報などにワッ
クス類を含有させる技術が開示されている。
【００１６】
ワックス類は、トナーの低温時や高温時の耐オフセット性の向上や、低温時の定着性の向
上のために用いられているが、反面、耐ブロッキング性を悪化させたり、複写機等の機内
昇温などによって熱にさらされたり、また長時間トナーを放置した際にワックスがトナー
表面にマイグレーションして現像性が悪化したりする。
【００１７】
こうした問題に対して、新規トナーの開発にかかる期待は大なるものであった。
【００１８】
上記の課題に対して懸濁重合法トナーが提案されている（特公昭３６－１０２３１号公報
）。この懸濁重合法においては重合性単量体および着色剤（さらに必要に応じて重合開始
剤、架橋剤、荷電制御剤、その他の添加剤）を均一に溶解または分散せしめて単量体組成
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物とした後、この単量体組成物を分散安定剤を含有する連続相（例えば水相）中に適当な
撹拌機を用いて分散し同時に重合反応を行わせ、所望の粒径を有するトナー粒子を得るも
のである。
【００１９】
この懸濁重合法では、水のごとき極性の大なる分散媒中で単量体組成物の液滴を生成せし
めるため、単量体組成物に含まれる極性基を有する成分は水相との界面である表層部に存
在しやすく、非極性の成分は表層部に存在しないという、いわゆるコア／シェル構造を形
成することができる。即ち、重合法によるトナーは、離型剤であるワックス成分の内包化
により、低温定着性、耐ブロッキング性と耐久性、耐高温オフセット性という相反する性
能を両立することが可能となり、かつ定着ローラにオイル等の離型剤を塗布することなく
、高温オフセットを防止することが可能である。
【００２０】
特開平６－１９４８７７号公報には、結着樹脂のマトリックス中に、結晶性の（メタ）ア
クリル酸エステルポリマーを複数のドメインとして形成させ、かつ、さらにこのドメイン
中に結着樹脂が複数のドメインを形成して存在し、海－島－海構造を有するトナーが開示
されている。該公報に従って重量平均分子量３５０００～５０００００の比較的溶融粘度
の高い結晶性ポリ（メタ）アクリル酸ベヘニルを高温オフセット防止剤として用いること
により、耐高温オフセット性の優れたトナーを得ることができる。しかし、使用する該結
晶性ポリ（メタ）アクリル酸ベヘニルの溶融粘度が高すぎるために低温定着性が悪く、更
なる改良が必要である。また、該高温オフセット防止剤は結晶性であるため、例えばＯＨ
Ｐへプリントアウトした際の光透過性が悪くフルカラートナーへの適用は困難である。
【００２１】
また海－島－海構造を有するトナーであっても、トナー中の残留モノマー量が多い場合に
は、長時間トナーを放置した際に、ワックス成分中の樹脂がワックスと相溶化してしまい
、海－島－海構造がくずれるため、海－島－海構造を有することによる効果が十分に得ら
れなくなったり、トナー粒子の機械的強度の低下が生じやすいものである。
【００２２】
ところで、トナー粒子中には着色剤である各種の顔料、染料が必須成分として含まれてい
るが、これらの着色剤は吸湿性を有しているものが多く、結果として環境安定性に問題を
生じる場合がある。この問題に対する改善方法として、特開昭６３－１９６６３号公報に
は、表面に露出したカーボンブラックの量を抑制した球形トナーが、また、特開平５－２
８９３９６号公報には、分散助剤の存在下熱可塑性のマトリクス樹脂中に着色剤が分散し
たドメイン樹脂を微細に分散させることにより、着色剤のトナー表面への露出を防止した
イエロー、マゼンタ、シアンの各着色剤を含有するフルカラー用トナーが開示されている
。これらの公報に従えば、吸湿性を有する着色剤のトナー表面への露出を抑制することで
、環境湿度によらず帯電特性が安定したトナーを得ることができる。しかし、特開昭６３
－１９６６３号公報に記載されているトナーの場合には画像の黒色度が不充分であり、ま
た、特開平５－２８９３９６号公報に記載されているトナーの場合には、十分な低温定着
性を有しているとは言い難い。
【００２３】
従来、フルカラー複写機においては、４つの感光体とベルト状転写ベルトを用い、各感光
体上に形成された静電潜像をシアン、マゼンタ、イエローおよびブラックトナーを用いて
現像後、感光体とベルト転写体間に転写材を搬送しストレートパス間で転写後、フルカラ
ー画像を形成せしめる方法や、感光体に対向せしめた転写体表面に静電気力やグリッパー
等の機械的作用により転写材を巻き付け、現像－転写工程を４回実施することで結果的に
フルカラー画像を得る方法等が一般的に利用されている。
【００２４】
また、近年フルカラー用複写材として通常の紙やオーバーヘッドプロジェクター用フィル
ム（ＯＨＰ）以外に厚紙やカード、葉書等小サイズ紙等への多様なマテリアル展開の必要
性が増してきている。上記の４つの感光体を用いる方法においては、転写材がストレート
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に搬送するため多様な転写材への適用範囲は広いが、複数のトナー像を正確に所定の転写
材の位置に重ね合わせる必要があり、少しのレジストレーションの相違によっても高画質
の画像を再現性よく得ることが困難で、転写材の搬送機構が複雑化し、信頼性の低下、部
品点数の増加を招くという問題がある。また、転写材を転写体表面に吸着させ巻き付ける
方法で秤量の大きな厚紙を用いる際においては、転写材のコシの強さで転写材の後端が密
着不良を起こし、結果的に転写に基づく画像欠陥を起こし好ましくない。小サイズ紙に対
しても同様に画像欠陥が発生する場合がある。
【００２５】
ドラム形状の中間転写体を用いるフルカラー画像装置は、米国特許第５，１８７，５２６
号明細書や特開平４－１６４２６号公報等で既に知られている。米国特許第５，１８７，
５２６号明細書においては、ポリウレタンを基材とする表層からなる中間転写ローラの体
積固有抵抗値が、１０ 9Ω・ｃｍ未満であり、同様の表面層から構成された転写ローラの
体積固有抵抗値が、１０ 1 0Ω・ｃｍ以上とすることで高画質を得ることができると記載さ
れている。しかしながら、この様な系においては、転写材へのトナーの転写時に充分なト
ナーヘの転写電荷量を与えるためには、高出力電界が必要となるため導電性付与材を分散
せしめたポリウレタンから構成された表層が、局所的にブレイクダウンを起こし、トナー
乗り量の少ないハーフトーン画像において顕著な画像乱れが発生し好ましくない。さらに
この様な高電圧の印加は、相対湿度が６０％ＲＨを上回る高湿度下の環境においては、転
写材の低抵抗化に伴い転写電流が漏洩して転写不良を起こしやすく、一方、相対湿度が４
０％ＲＨ以下の低湿度環境下においても転写材の不均一抵抗ムラに基づく転写不良の原因
となる場合がある。
【００２６】
中間転写体を用いる構成とトナーとの関係を記載しているものとして、特開昭５９－１５
７３９号公報および特開昭５９－５０４６号公報がある。しかしながら、該公報において
は、粘着性の中間転写体を用い１０μｍ以下のトナーを効率よく転写せしめることしか述
べられていない。通常中間転写体を用いる系においては、トナーの顕色像を感光体から中
間転写体に一旦転写後、さらに中間転写体から転写材上に再度転写することが必要であり
、従来の上記方法と比ベトナーの転写効率を従来以上に高める必要がある。特に複数のト
ナー像を現像後転写せしめるフルカラー複写機を用いた場合においては、白黒複写機に用
いられる一色の黒トナーの場合と比較し感光体上のトナー量が増加し、単に従来のトナー
を用いただけでは転写効率を向上させることが困難である。さらに通常のトナーを用いた
場合には、感光体や中間転写体とクリーニング部材との間、および／または、感光体と中
間転写体間でのズリ力や摺擦力のために感光体表面や中間転写体表面にトナーの融着やフ
ィルミング等が発生して転写効率の悪化や、フルカラーにおいては４色のトナー像が均一
に転写されないことから色ムラやカラーバランスの面で問題が生じやすく、高画質のフル
カラー画像を安定して出力することが困難であった。
【００２７】
また、通常のフルカラー複写機に搭載されるトナーとしては、定着工程で各カラートナー
が充分混色することが必要で、このことにより色再現性の向上やＯＨＰ画像の透明性が重
要であり、黒トナーと比ベカラートナーは、一般的にシャープメルトで低分子量の樹脂を
使用することが好ましい。また、通常の黒トナーには、定着時の耐高温オフセット性を向
上させるためにポリエチレンワックスやポリプロピレンワックスに代表される比較的結晶
性の高い離型剤が用いられている。しかしながら、フルカラートナーにおいては、この離
型剤の結晶性のためＯＨＰのトナー画像は、出力した際著しく透明性が阻害される。この
ため、通常カラートナー構成成分として離型剤を添加せずに加熱定着ローラヘシリコーン
オイル等を均一塗布せしめることで、結果的に耐高温オフセット性の向上を図っている。
しかしながら、この様にして得られたトナー定着像を有する転写材は、その表面に余分の
シリコーンオイル等が付着しているため、ユーザーが使用する際不快感を生じ好ましくな
い。このように当接部分の多い中間転写体を用いたフルカラー画像形成には、現状困難な
問題が多い。特開昭５９－１５７３９号公報および特開昭５９－５０４６号公報には、こ
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の点に関するトナーまたは中間転写体への工夫は提案されていない。
【００２８】
【発明が解決しようとする課題】
本発明の目的は、低温定着性および保存安定性が良好で、かつ、耐久性の優れたトナー、
および該トナーを用いた画像形成方法を提供するものである。
【００２９】
本発明の目的は、画像の色味が良好で、且つ、グロスが適性なトナー、および該トナーを
用いた画像形成方法を提供するものである。
【００３０】
【課題を解決するための手段および作用】
　 明は、結着樹脂、着色剤及びワックス成分を少なくとも含有するトナー粒子を有す
るトナーにおいて、
　透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ）を用いて該トナー粒子の断層面を観察した時に、該ワック
ス成分が結着樹脂中において粒状に分散しており、且つ、該ワックス成分中において一部
の結着樹脂が粒状に分散しており、
　該トナー粒子中に含有されている残留モノマーの含有量が、トナー粒子の重量を基準と
して５００ｐｐｍ以下であることを特徴とするトナーに関する。
【００３２】
　さらに本発明は、外部より帯電部材に電圧を印加し、静電潜像担持体に帯電を行なう帯
電工程；帯電された静電潜像担持体に静電荷像を形成する静電荷像形成工程；現像剤担持
体に担持されたトナーで、該静電荷像を現像してトナー像を静電潜像担持体上に形成する
現像工程；静電潜像担持体上の該トナー像を記録材に転写する転写工程；記録材上のトナ
ー像を加熱定着する定着工程；を少なくとも有する画像形成方法において、
　上述の 明のトナ 用いることを特徴とする画像形成方法に関する。
【００３３】
　さらに本発明は、外部より帯電部材に電圧を印加し、静電潜像担持体に帯電を行なう帯
電工程；帯電された静電潜像担持体に静電荷像を形成する静電荷像形成工程；現像剤担持
体に担持されたトナーで、該静電荷像を現像してトナー像を静電潜像担持体上に形成する
現像工程；静電潜像担持体上の該トナー像を中間転写体に転写する第１の転写工程；該中
間転写体上のトナー像を記録材に転写する第２の転写工程；記録材上のトナー像を加熱定
着する定着工程；を少なくとも有する画像形成方法において、
　上述の 明のトナ 用いることを特徴とする画像形成方法に関する。
【００３４】
　本発明者らは、鋭意検討の結果、結着樹脂中に粒状に分散しているワックス成分中に、
更に樹脂成分を分散させて、海－島－海構造とし、且つ、トナー粒子中に含有させている
不純物の量を５００ｐｐｍ以下とすることにより、極めて低温定着性及び保存安定性が良
好で、かつ、耐久性の優れたトナーが得られることを見出し、 明を完成するに至った
。
【００３６】
【発明の実施の形態】
　 明によるトナーは、少なくとも結着樹脂、着色剤及びワックス成分から構成されて
いる。本発明にかかるトナーを透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ）を用いて断層面の観察を行な
うと、ワックス成分が結着樹脂中において粒状に分散しており、且つ、樹脂成分が該ワッ
クス成分中に分散しているという特徴がある。
【００３７】
上記の如く、ワックス成分中に樹脂成分を分散させた特殊な構造とすることにより、定着
時にワックス成分と共に該ワックス成分中に分散されていた樹脂成分が、周りに存在する
ワックス成分の影響を受けて速やかに溶融されて転写材に広がり、極めて低温定着性が良
好なものとなる。海－島－海構造を有しているトナーは、樹脂成分とワックス成分との接
触面積が特に大きくなるため、ワックス成分の影響が大きくなり、低温定着性が向上する
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ものと思われる。また同時に、ワックス成分中に一部の結着樹脂が分散することにより、
低温定着性を維持しつつトナー粒子全体の機械的強度が増し、トナーの劣化や画像形成装
置への汚染を防止できるだけでなく、良好な帯電性が維持され、ドット再現性に優れたト
ナー画像を長期にわたって形成することが可能となる。
【００３８】
　更に 明のトナーは、ワックス成分が、結着樹脂中に粒状に分散して内包されている
ため、優れた耐ブロッキング性を有しつつ、定着性や現像性に関しても優れたものである
。
【００３９】
　 明のトナーは、含有している残留モノマーの量がトナー粒子の重量基準で５００ｐ
ｐｍ以下である。好ましくは２００ｐｐｍ以下であり、特に好ましくは１００ｐｐｍ以下
である。トナー粒子に含有されている残留モノマーの量が５００ｐｐｍ以下であると、ワ
ックス成分と該ワックス成分中に分散している樹脂成分とが相溶化することがなく、明確
に相分離して存在するために、海－島－海構造の効果が顕著なものとなる。トナー粒子に
含有される残留モノマーの量が、５００ｐｐｍを超える場合には、ワックス成分と該ワッ
クス成分中に分散している樹脂成分が相溶化してしまうため、トナー粒子の機械的強度が
低下し、十分な耐久性が得られにくいという問題や、トナーの定着時にモノマー臭が発生
し、使用者に不快感を与えるという問題、更にはトナーの帯電性や耐ブロッキング性に関
しても問題が生じやすい。
【００４０】
本発明において残留モノマーは、後述する結着樹脂の製造や直接重合法によりトナーを製
造する際の未反応モノマーである。
【００４１】
トナー中の残留モノマーを低減する方法としては、公知の方法を適用することが可能で、
例えば結着樹脂の製造や直接重合法によりトナーを製造する際に開始剤の添加方法や反応
温度をコントロールすることで残留モノマーを抑制したり、重合後に蒸留を行うことで残
留モノマーを除去することができる。また、粉砕法によりトナーを製造する場合には、ニ
ーダー等により原材料を加熱混練する際に減圧して除去したり、重合法によりトナーを製
造する際にはスプレードライ等の利用により比較的効率良く残留モノマーを除去すること
ができる。特に懸濁重合法によりトナーを製造する場合にはトナー粒子を加熱乾燥する際
にも除去することが可能である。
【００４２】
本発明において、トナー粒子中の残留モノマーの定量方法については、ガスクロマトグラ
フィー（ＧＣ）を用いる方法等の公知の方法を適用することができる。
【００４３】
トナー中の残留モノマーをＧＣを用いて定量する場合の具体例を以下に記す。
【００４４】
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【００４５】
本発明において、「結着樹脂中にワックス成分が粒状に分散した状態」というのは、以下
のように定義される。後述するトナー粒子の平均粒径の測定方法により測定されるトナー
粒子の重量平均粒径（Ｄ 4）に対し、Ｄ 4×０．９～Ｄ 4×１．１の長径を有しており、ワ
ックスの存在が確認できる断層面を、透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ）の画像上で１０ヶ所選
び出す。そして、各トナー粒子の断層面の長径Ｒと、長径Ｒであるトナー粒子の断層面中
に存在しているワックス成分に起因する相分離構造の中で、最も大きいものの長径ｒを計
測し、ｒ／Ｒの平均値を求める。ｒ／Ｒの平均値が０．１０≦ｒ／Ｒ≦０．９５を満たす
分散状態にある場合、結着樹脂中にワックス成分が粒状に分散しているものとする。更に
、ｒ／Ｒの平均値が０．１５≦ｒ／Ｒ≦０．９０、特には０．２５≦ｒ／Ｒ≦０．９０を
満たす分散状態にある場合、良好な耐ブロッキング性と低温定着性が得られるために好ま
しい。
【００４６】
また本発明において、「ワックス成分中に樹脂成分が粒状に分散した状態」というのは、
以下のように定義される。上記のｒ／Ｒの測定に用いた長径ｒを有するワックス成分それ
ぞれにおいて、長径ｒを有しているワックス成分中に存在している樹脂成分に起因する相
分離構造の中で、最も大きいものの長径ａを計測し、ａ／ｒの平均値を求める。ａ／ｒの
平均値が０．０５≦ａ／ｒ≦０．７０を満たす分散状態にある場合、ワックス成分中に樹
脂成分が粒状に分散しているものとする。好ましくは０．１０≦ａ／ｒ≦０．５０の範囲
になることが良い。
【００４７】
　一方 着樹脂中に粒状にワックス成分が分散しているという構造を有するトナー粒子
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において、該ワックス成分中に存在する着色剤と、結着樹脂中に存在する着色剤とが、特
定の比率で存在している。
【００４８】
着色剤がワックス成分中に取り込まれた構造とすることにより、定着時のトナーの溶融の
際にワックスとともにワックス中に分散された着色剤が速やかに広がり、極めて色味が良
好で、適正なグロスの画像を得ることができる。また、同時に、トナーの劣化や着色剤に
よる画像形成装置への汚染を防止できるだけでなく、例えば着色剤がカーボンブラックの
様に吸湿性を有する場合には、着色剤に起因するトナー帯電性の環境変動なども防止する
ことができ、結果として良好な帯電性が維持され、再現性に優れたトナー画像を長期にわ
たり形成することが可能となる。
【００４９】
　 着樹脂中に存在する着色剤の投影面積（Ｂ）とワックス成分中に存在する着色剤の投
影面積（Ｗ）との比率Ｂ：Ｗは０：１００～８０：２０の範囲であり、より好ましくは０
：１００～６０：４０、さらに好ましくは０：１００～４０：６０の範囲である。結着樹
脂中とワックス成分中に存在する着色剤の投影面積比率Ｂ：Ｗが０：１００～８０：２０
の範囲を超えた場合には、良好な画像の色味、適度なグロス、良好な環境安定性が発現し
ない。また、着色剤粒子全てがワックス中に分散され、結着樹脂中とワックス成分中に存
在する着色剤の投影面積比率Ｂ：Ｗが０：１００となっていても問題はないが、多少結着
樹脂中に着色剤粒子が分散している方が色味に特に優れた画像が得られる場合がある。
【００５０】
着色剤の投影面積比率は以下の様にして求められる。
【００５１】
まずトナーの重量平均粒子径を測定する。例えば測定装置としてはコールターカウンター
ＴＡ－ＩＩ型（コールター社製）を用い、個数分布および重量分布を出力するインターフ
ェース（日科機製）およびパーソナルコンピューターを接続し、電解液は１級塩化ナトリ
ウムを用いて約１％ＮａＣｌ水溶液を調製する。例えばＩＳＯＴＯＮ　ＩＩ（コールター
サイエンティフィックジャパン社製）が使用できる。測定法としては前記電界水溶液１０
～１５０ｍｌ中に分散剤として界面活性剤（好ましくはアルキルベンゼンスルホン酸塩）
を０．１～５ｍｌ加え、さらに測定試料を２～２０ｍｇ加える。試料を懸濁した電解液は
超音波分散機で約１～３分間分散処理を行い、前記コールターカウンターＴＡ－ＩＩ型に
より、アパーチャーとして例えば１００μｍアパーチャーを用い、個数を基準として２～
４０μｍの粒子の粒度分布を測定して、それから重量平均粒子径を算出する。
【００５２】
結着樹脂中とワックス成分中に存在する着色剤の投影面積比率は、以下の様にして測定す
る。トナー粒子の重量平均粒径（Ｄ 4）に対し、Ｄ 4×０．９～Ｄ 4×１．１の長径を有し
ており、トナー粒子の断層面の長径をＲ、長径Ｒであるトナー粒子の断層面中に存在して
いるワックス成分に起因する相分離構造の中で、最も大きいものの長径をｒとしたとき、
ｒ／Ｒが０．１０≦ｒ／Ｒ≦０．９５となるトナー粒子の断層面を透過型電子顕微鏡の画
像上で２０ヶ所選び出す。この断層面を画像解析装置で解析することにより、結着樹脂中
の着色剤の投影面積とワックス成分中の着色剤の投影面積を測定し、平均を求めてこれら
の投影面積比率を算出する。
【００５３】
本発明において、着色剤をワックス成分中に積極的に分散させるためには様々な方法が採
用できる。例えば、着色剤と親和性が高いワックス成分を用い、溶融混練工程でワックス
成分中に着色剤を取り込ませる方法、着色剤と親和性が高いワックス成分を用いて重合法
によりトナー粒子を製造し、重合と同時にワックス成分中に着色剤を取り込ませる方法な
どがある。重合法を用いてトナー粒子を製造する場合には、ワックス成分と結着樹脂の比
率を比較的自由に変えることができ、特に好ましい方法である。
【００５４】
　 明のトナー粒子の断層面の観察は以下の方法により行なうことができる。
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【００５５】
断層面を観察する具体的な方法としては、常温硬化性のエポキシ樹脂中にトナー粒子を十
分分散させた後、４０℃の雰囲気下で２日間硬化させ得られた硬化物を四三酸化ルテニウ
ム、必要により四三酸化オスミウムを併用し染色を施した後、ダイヤモンド歯を備えたミ
クロトームを用い薄片状のサンプルを切り出して透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ）を用い１万
～１０万倍の拡大倍率でトナーの断層面を観察する。本発明においては、用いる結着樹脂
、ワックス成分及び樹脂成分との若干の結晶化度の違いを利用して海－島－海構造の確認
を行っているため、材料間のコントラストを付けるため四三酸化ルテニウム染色法を用い
ることが好ましい。
【００５６】
　以下に 明のトナーを構造する成分及び該トナーの物性を示す。
【００５７】
本発明に用いられるワックス成分としては、重量平均分子量が５００～３００００である
ことが必須であり、より好ましくは５００～２５０００、さらに好ましくは５００～２０
０００である。重量平均分子量が３００００を超えてしまうと、ワックス成分の溶融粘度
が高くなりすぎるため、低温定着性が悪化する。また、５００よりも小さいと、帯電特性
や保存安定性が悪化する。
【００５８】
本発明に用いられるワックス成分としては、様々なものが使用できるが、例えばパラフィ
ンワックス及びその誘導体、マイクロクリスタリンワックス及びその誘導体、フィッシャ
ートロプシュワックス及びその誘導体、ポリオレフィンワックス及びその誘導体、カルナ
バワックス及びその誘導体であり、誘導体には酸化物や、ビニル系モノマーとのブロック
共重合物、グラフト変性物を含む。その他、高級脂肪酸およびその金属塩、高級脂肪族ア
ルコール、高級脂肪族エステル、脂肪族アミドワックス、ケトン、硬化ヒマシ油及びその
誘導体、植物系ワックス、動物性ワックス、鉱物系ワックス、ペトロラクタムが挙げられ
る。これらは単独で使用しても良いし、２種以上を併用しても良い。特に好ましいワック
スは、下記に示す如き構造を有する長鎖分岐を有するポリアルキレンワックスである。
【００５９】
【化１】
　
　
　
　
　
（式中、ａ，ｂ，ｃ，ｄ及びｅは１以上の正数を示す。）
【００６０】
これらのワックス成分は、示差走差熱量計により測定されるＤＳＣ曲線において、昇温時
に４０～１３０℃の領域に最大吸熱ピークを有する。上記温度領域に最大吸熱ピークを有
することにより、低温定着に大きく貢献しつつ、離型性をも効果的に発現する。該最大吸
熱ピークが４０℃未満であるとワックス成分の自己凝集力が弱くなり、結果として耐高温
オフセット性が悪化するとともに、グロスが高くなりすぎる。一方、該最大吸熱ピークが
１３０℃を超えると定着温度が高くなるとともに、定着画像表面を適度に平滑化せしめる
ことが困難となるため、特にカラートナーに用いた場合には混色性低下の点から好ましく
ない。さらに、水系媒体中で造粒／重合を行い重合方法により直接トナーを得る場合、該
最大吸熱ピーク温度が高いと主に造粒中にワックス成分が析出する等の問題を生じ好まし
くない。
【００６１】
本発明においては、これらのワックス成分の添加量は特に限定されないが、トナーに対し
て０．５～３０重量％の範囲が好ましい。
【００６２】
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本発明で用いられるワックス成分の分子量は、ゲルパーミエーションクロマトグラフィー
（ＧＰＣ）により測定される。具体的なＧＰＣの測定方法としては、ワックス、またはト
ナー１００ｍｇをテトラヒドロフラン２０ｍｌに室温で２４時間かけて溶融した溶液を、
ポア径が０．２μｍの耐溶剤性メンブランフィルターで濾過してサンプル溶液とし、以下
の条件で測定する。
【００６３】
装置　：高速ＧＰＣ　ＨＬＣ８１２０　ＧＰＣ（東ソー社製）
カラム：Ｓｈｏｄｅｘ　ＫＦ－８０１、８０２、８０３、８０４、８０５、８０６、８０
７の７連（昭和電工社製）
溶離液：テトラヒドロフラン
流速　：１．０ｍｌ／ｍｉｎ
オーブン温度：　４０．０℃
【００６４】
また、検量線の作成は、標準ポリスチレン樹脂（東ソー社製ＴＳＫ　スタンダード　ポリ
スチレン　Ｆ－８５０、Ｆ－４５０、Ｆ－２８８、Ｆ－１２８、Ｆ－８０、Ｆ－４０、Ｆ
－２０、Ｆ－１０、Ｆ－４、Ｆ－２、Ｆ－１、Ａ－５０００、Ａ－２５００、Ａ－１００
０、Ａ－５００）を用いて行う。
【００６５】
また、ワックス成分がＴＨＦに不溶で上記のＧＰＣ分析ができない場合には、溶離液をＴ
ＨＦからｏ－ジクロロベンゼンの如き溶媒に変更し、オーブン温度１３０～１５０℃程度
で高温ＧＰＣ分析を行うことにより、ワックス成分の重量平均分子量の測定が可能である
。
【００６６】
さらに、トナー自体ではＧＰＣ分析が困難な場合には、テトラヒドロフラン、トルエンの
如き溶剤でトナーを２４時間ソックスレー抽出し、濾液をエバポレーターで濃縮後、前記
のＧＰＣ分析を行えばよい。
【００６７】
なお、上記したＧＰＣ分析において、ワックス成分と結着樹脂の分子量領域が重なりワッ
クス成分の重量平均分子量の測定が困難な場合には、ワックス成分または結着樹脂のどち
らか一方のみを溶解する有機溶媒を用いてワックス成分と結着樹脂を分離し、ワックス成
分の重量平均分子量のＧＰＣ分析を行えばよい。
【００６８】
本発明に用いられる着色剤は、以下に示すイエロー着色剤、マゼンタ着色剤およびシアン
着色剤が挙げられ、黒色着色剤としてカーボンブラック、磁性体、または以下に示すイエ
ロー着色剤／マゼンタ着色剤／シアン着色剤を混合して黒色に調色されたものが利用され
る。
【００６９】
イエロー着色剤としては、縮合アゾ化合物、イソインドリノン化合物、アンスラキノン化
合物、アゾ金属錯体、メチン化合物、アリルアミド化合物に代表される化合物が用いられ
る。具体的には、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１２、１３、１４、１５、１７、６２、７
４、８３、９３、９４、９５、１０９、１１０、１１１、１２８、１２９、１４７、１６
８、１８０が好適に用いられる。
【００７０】
マゼンタ着色剤としては、縮合アゾ化合物、ジケトピロロピロール化合物、アンスラキノ
ン、キナクリドン化合物、塩基染料レーキ化合物、ナフトール化合物、ベンズイミダゾロ
ン化合物、チオインジゴ化合物、ペリレン化合物が用いられる。具体的には、Ｃ．Ｉ．ピ
グメントレッド２、３、５、６、７、２３、４８：２、４８：３、４８：４、５７：１、
８１：１、１４４、１４６、１６６、１６９、１７７、１８４、１８５、２０２、２０６
、２２０、２２１、２５４が特に好ましい。
【００７１】
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シアン着色剤としては、銅フタロシアニン化合物及びその誘導体、アンスラキノン化合物
、塩基染料レーキ化合物が利用できる。具体的には、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１、７、
１５、１５：１、１５：２、１５：３、１５：４、６０、６２、６６が特に好適に利用で
きる。
【００７２】
これらの着色剤は、単独又は混合しさらには固溶体の状態で用いることができる。着色剤
は、色相、彩度、明度、耐候性、ＯＨＰ透明性、分散性の点から選択される。該着色剤の
添加量は、樹脂成分１００重量部に対し１～２０重量部使用することが好ましい。
【００７３】
さらに本発明のトナーは、黒色着色剤として磁性材料を使用し、磁性トナーとしても使用
し得る。この際使用することのできる磁性材料としては、マグネタイト、ヘマタイト、フ
ェライトの如き酸化鉄、鉄、コバルト、ニッケルのような金属あるいはこれらの金属とア
ルミニウム、コバルト、銅、鉛、マグネシウム、スズ、亜鉛、アンチモン、ベリリウム、
ビスマス、カドニウム、カルシウム、マンガン、セレン、チタン、タングステン、バナジ
ウムのような金属との合金及びその混合物があげられる。
【００７４】
本発明に用いられる磁性体は、表面改質された磁性体であることがより好ましく、重合法
トナーに用いる場合には、重合阻害のない物質である表面改質剤により、疎水化処理を施
したものが好ましい。このような表面改質剤としては、例えばシランカップリング剤、チ
タンカップリング剤を例示することができる。
【００７５】
これらの磁性体は平均粒径が２μｍ以下、好ましくは０．１～０．５μｍ程度のものであ
る。トナー粒子中に含有させる磁性体の量としては樹脂１００重量部に対し２０～２００
重量部、特に好ましくは４０～１５０重量部である。また、１０ｋエルステッド印加での
磁気特性が保磁力（Ｈｃ）２０～３００エルステッド、飽和磁化（σｓ）５０～２００ｅ
ｍｕ／ｇ、残留磁化（σｒ）２～２０ｅｍｕ／ｇの磁性体が好ましい。
【００７６】
本発明のトナーに用いられる荷電制御剤としては、公知のものが利用でき、特に帯電スピ
ードが速く、かつ、一定の帯電量を安定して維持できる荷電制御剤が好ましい。さらに、
トナー粒子を直接重合法を用いて製造する場合には、重合阻害性が低く、水系分散媒体へ
の可溶化物が実質的にない荷電制御剤が特に好ましい。具体的な化合物としては、ネガ系
荷電制御剤としてサリチル酸、ナフトエ酸、ダイカルボン酸の如き芳香族カルボン酸の金
属化合物、アゾ染料あるいはアゾ顔料の金属塩または金属錯体、スルホン酸又はカルボン
酸基を側鎖に持つ高分子型化合物、ホウ素化合物、尿素化合物、ケイ素化合物、カリック
スアレーン等が挙げられる。ポジ系荷電制御剤として四級アンモニウム塩、該四級アンモ
ニウム塩を側鎖に有する高分子型化合物、グアニジン化合物、イミダゾール化合物等が挙
げられる。該荷電制御剤は樹脂１００重量部に対し０．５～１０重量部使用することが好
ましい。しかしながら、本発明において荷電制御剤の添加は必須ではなく、二成分現像方
法を用いた場合においては、キャリアとの摩擦帯電を利用し、非磁性一成分ブレードコー
ティング現像方法を用いた場合においては、ブレード部材やスリーブ部材との摩擦帯電を
積極的に利用することでトナー粒子中に必ずしも荷電制御剤を含む必要はない。
【００７７】
本発明に係るトナー粒子は、画像解析装置で測定した形状係数ＳＦ－１の値が１００～１
６０、かつ、形状係数ＳＦ－２の値が１００～１４０であることが好ましく、形状係数Ｓ
Ｆ－１の値が１００～１４０、かつ、形状係数ＳＦ－２の値が１００～１２０であるとさ
らに好ましい。また、（ＳＦ－２）／（ＳＦ－１）の値が１．０以下であれば特に好まし
い。
【００７８】
本発明において、形状係数を示すＳＦ－１、ＳＦ－２とは、例えば日立製作所製ＦＥ－Ｓ
ＥＭ（Ｓ－８００）を用いた倍率５００倍に拡大した粒子像を１００個無作為にサンプリ
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ングし、その画像情報をインターフェースを介して例えばニコレ社製画像解析装置（Ｌｕ
ｚｅｘ　ＩＩＩ）を導入し解析を行い、下記式により算出し得られた値を形状係数ＳＦ－
１、ＳＦ－２と定義する。
【００７９】
【数１】
　
　
　
　
［式中、ＭＸＬＮＧはトナー粒子の絶対最大長を示し、ＡＲＥＡはトナー粒子の投影面積
を示す。］
【００８０】
【数２】
　
　
　
　
［式中、ＰＥＲＩはトナー粒子の周長を示し、ＡＲＥＡはトナー粒子の投影面積を示す。
］
【００８１】
形状係数ＳＦ－１はトナー粒子の丸さの度合いを示し、形状係数ＳＦ－２はトナー粒子の
凹凸の度合いを示している。
【００８２】
形状係数ＳＦ－１が１６０を超えているようなトナー粒子の形状は、不定形であるため、
トナーの帯電分布がブロードになりやすく、また、現像器内でトナー表面が摩擦を受けて
劣化しやすいため、画像濃度の低下や画像カブリを引き起こしやすくなる。また、ＳＦ－
１が１６０を超えるような場合には、転写時における転写効率が低くなりやすく、特に中
間転写体を用いる画像形成装置においては、静電潜像担持体から中間転写体への転写、お
よび、中間転写体から転写材への転写と二度の転写が行われるため、転写効率の低下がよ
り顕著となる。
【００８３】
トナー粒子の形状係数ＳＦ－２の値が１００～１４０であると、転写時の転写効率が高く
なるため好ましい。トナー粒子のＳＦ－２の値が１４０を超える場合には、トナー粒子の
表面が滑らかでなく、多数の凹凸を有するようになり転写効率が低くなりやすい。また、
（ＳＦ－２）／（ＳＦ－１）の値が１．０を超えるような場合も、転写効率が低下しやす
いため、好ましくない。特に中間転写体を用いる画像形成装置においては、転写効率の低
下がより顕著になる。
【００８４】
転写効率に関する問題は、複数のトナー像を用いて画像形成を行うフルカラー複写機を用
いた場合に特に顕著となる。フルカラー画像の形成においては、４色のトナー像が均一に
転写されにくいため、色ムラが無く、カラーバランスに優れた画像を安定して得るために
は、ＳＦ－１とＳＦ－２のコントロールが必要となる。
【００８５】
さらに、不定形のトナーを用いた場合には、感光体とクリーニング部材との間、中間転写
体とクリーニング部材との間、静電潜像担持体表面、中間転写体表面などに、トナーの融
着やフィルミングが発生して、画像形成装置とのマッチングに支障をきたす場合もある。
【００８６】
さらに微小な潜像ドットを忠実に現像するために、トナー粒子は重量平均粒径が１０μｍ
以下であることが好ましく、より好ましくは４～１０μｍ、更には４～８μｍである。ま
た、個数分布における変動係数（Ａ）は３５％以下であることが好ましい。トナー粒子の
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重量平均粒径が１０μｍを超える場合には、静電潜像担持体、中間転写体の如き部材への
トナー粒子の融着が生じやすくなる。重量平均粒径が４μｍ未満のトナー粒子においては
、静電潜像担持体や中間転写体の表面に強く付着しやすく、転写効率の低下が生じやすい
。またトナー粒子の変動係数（Ａ）が３５％を超えるような場合には、上記の如き問題を
生じるトナー粒子を多く含むようになるため好ましくない。
【００８７】
トナー粒子の粒度分布は種々の方法によって測定できる。本発明においてはコールターカ
ウンターを用いて行った。
【００８８】
例えば測定装置としてはコールターカウンターＴＡ－ＩＩ型（コールター社製）を用い、
個数分布および重量分布を出力するインターフェース（日科機製）およびパーソナルコン
ピューターを接続し、電解液は１級塩化ナトリウムを用いて約１％ＮａＣｌ水溶液を調製
する。例えば、ＩＳＯＴＯＮ　ＩＩ（コールターサイエンティフィックジャパン社製）が
使用できる。測定法としては前記電解水溶液１００～１５０ｍｌ中に分散剤として界面活
性剤（好ましくはアルキルベンゼンスルフォン酸塩）を０．１～５ｍｌ加え、さらに測定
試料を２～２０ｍｇ加える。試料を懸濁した電解液は超音波分散器で約１～３分間分散処
理を行い、前記コールターカウンターＴＡ－ＩＩ型により、アパーチャーとして例えば１
００μｍアパーチャーを用い、個数を基準として２～４０μｍの粒子の粒度分布を測定し
て、それから本発明に係る値を求めた。
【００８９】
トナー粒子の個数分布における変動係数Ａは下記式から算出される。
【００９０】
変動係数Ａ＝（Ｓ／Ｄ１）×１００
［式中、Ｓはトナー粒子の個数分布における標準偏差値を示し、Ｄ１はトナー粒子の個数
平均径（μｍ）を示す。］
【００９１】
本発明のトナーに用いられる結着樹脂としては、一般的に用いられるビニル系樹脂、ポリ
エステル樹脂、エポキシ樹脂、スチレン－ブタジエン共重合体、又は、これらの混合物が
用いられる。
【００９２】
本発明で用いられる結着樹脂のＧＰＣ分子量２００乃至２０００の成分は、トナー粒子を
基準として１０重量％以下であることが好ましい。これよりも結着樹脂の低分子量成分が
増えると、トナーの帯電特性、保存安定性が低下することがあり、場合により耐高温オフ
セット性も悪化することがある。従って、より好ましくは結着樹脂のＧＰＣ分子量２００
乃至２０００の成分は、トナー粒子を基準として５重量％以下である。
【００９３】
尚、結着樹脂の分子量の測定は、前述したワックス成分の分子量の測定と同様の方法で求
めることができるが、必要に応じて核磁気共鳴スペクトル（ 1Ｈ－ＮＭＲ、 1 3Ｃ－ＮＭＲ
）、赤外吸収スペクトル（ＩＲ）、ラマンスペクトル、紫外吸収スペクトル（ＵＶ）、質
量スペクトル（ＭＳ）等のスペクトル分析、元素分析、ガスクロマトグラフィー（ＧＣ）
、液体クロマトグラフィー（ＨＰＬＣ）、その他の化学分析法を用いることにより測定す
ることができる。
【００９４】
ポリエステル樹脂について以下に説明する。
【００９５】
ポリエステル樹脂は、全成分中４５～５５ｍｏｌ％がアルコール成分であり、５５～４５
ｍｏｌ％が酸成分であることが好ましい。
【００９６】
アルコール成分としては、エチレングリコール、プロピレングリコール、１，３－ブタン
ジオール、１，４－ブタンジオール、２，３－ブタンジオール、ジエチレングリコール、
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トリエチレングリコール、１，５－ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、ネオ
ペンチルグリコール、２－エチル１，３－ヘキサンジオール、水素化ビスフェノールＡ、
また式（Ｉ）で表わされるビスフェノール誘導体；
【００９７】
【化２】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００９８】
また式（ＩＩ）で示されるジオール類；
【００９９】
【化３】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
等が挙げられる。
【０１００】
全酸成分中５０ｍｏｌ％以上を含む２価のカルボン酸としては、フタル酸、イソフタル酸
、テレフタル酸、無水フタル酸の如きベンゼンジカルボン酸類又はその無水物；こはく酸
、アジピン酸、セバシン酸、アゼライン酸の如きアルキルジカルボン酸類又はその無水物
、またさらに炭素数６～１８のアルキル基又はアルケニル基で置換されたこはく酸もしく
はその無水物；フマル酸、マレイン酸、シトラコン酸、イタコン酸の如き不飽和ジカルボ
ン酸又はその無水物等が挙げられる。
【０１０１】
さらに、アルコール成分としてグリセリン、ペンタエリスリトール、ソルビット、ソルビ
タン、ノボラック型フェノール樹脂のオキシアルキレンエーテルの如き多価アルコールが
挙げられ、酸成分としてトリメリット酸、ピロメリット酸、ベンゾフェノンテトラカルボ
ン酸やその無水物の如き多価カルボン酸が挙げられる。
【０１０２】
好ましいポリエステル樹脂のアルコール成分としては前記式（Ｉ）で示されるビスフェノ
ール誘導体であり、酸成分としては、フタル酸、テレフタル酸、イソフタル酸又はその無
水物、こはく酸、ｎ－ドデセニルコハク酸又はその無水物、フマル酸、マレイン酸、無水
マレイン酸の如きジカルボン酸類が挙げられる。架橋成分としては、無水トリメリット酸
、ベンゾフェノンテトラカルボン酸、ペンタエリスリトール、ノボラック型フェノール樹
脂のオキシアルキレンエーテルが好ましいものとして挙げられる。
【０１０３】
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ポリエステル樹脂のガラス転移温度は４０～９０℃が好ましく、より好ましくは４５～８
５℃である。ポリエステル樹脂の数平均分子量（Ｍｎ）は１，０００～５０，０００であ
ることが好ましく、より好ましくは１，５００～２０，０００であり、さらに好ましくは
２，５００～１０，０００である。ポリエステル樹脂の重量平均分子量（Ｍｗ）は３，０
００～３，０００，０００であることが好ましく、より好ましくは１０，０００～２，５
００，０００であり、さらに好ましくは４０，０００～２，０００，０００である。
【０１０４】
ビニル系樹脂を生成するためのビニル系モノマーとしては、次のようなものが挙げられる
。
【０１０５】
スチレン；ｏ－メチルスチレン、ｍ－メチルスチレン、ｐ－メチルスチレン、ｐ－フェニ
ルスチレン、ｐ－エチルスチレン、２，４－ジメチルスチレン、ｐ－ｎ－ブチルスチレン
、ｐ－ｔｅｒｔ－ブチルスチレン、ｐ－ｎ－ヘキシルスチレン、ｐ－ｎ－オクチルスチレ
ン、ｐ－ｎ－ノニルスチレン、ｐ－ｎ－デシルスチレン、ｐ－ｎ－ドデシルスチレン、ｐ
－メトキシスチレン、ｐ－クロルスチレン、３，４－ジクロルスチレン、ｍ－ニトロスチ
レン、ｏ－ニトロスチレン、ｐ－ニトロスチレンの如きスチレン及びその誘導体；エチレ
ン、プロピレン、ブチレン、イソブチレンの如きスチレン不飽和モノオレフィン類；ブタ
ジエン、イソプレンの如き不飽和ポリエン類；塩化ビニル、塩化ビニルデン、臭化ビニル
、フッ化ビニルの如きハロゲン化ビニル類；酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル、ベンゾエ
酸ビニルの如きビニルエステル類；メタクリル酸メチル、メタクリル酸エチル、メタクリ
ル酸プロピル、メタクリル酸ｎ－ブチル、メタクリル酸イソブチル、メタクリル酸ｎ－オ
クチル、メタクリル酸ドデシル、メタクリル酸２－エチルヘキシル、メタクリル酸ステア
リル、メタクリル酸フェニル、メタクリル酸ジメチルアミノエチル、メタクリル酸ジエチ
ルアミノエチルの如きα－メチレン脂肪族モノカルボン酸エステル類；アクリル酸メチル
、アクリル酸エチル、アクリル酸プロピル、アクリル酸ｎ－ブチル、アクリル酸イソブチ
ル、アクリル酸ｎ－オクチル、アクリル酸ドデシル、アクリル酸２－エチルヘキシル、ア
クリル酸ステアリル、アクリル酸２－クロルエチル、アクリル酸フェニルの如きアクリル
酸エステル類；ビニルメチルエーテル、ビニルエチルエーテル、ビニルイソブチルエーテ
ルの如きビニルエーテル類；ビニルメチルケトン、ビニルヘキシルケトン、メチルイソプ
ロペニルケトンの如きビニルケトン類；Ｎ－ビニルピロール、Ｎ－ビニルカルバゾール、
Ｎ－ビニルインドール、Ｎ－ビニルピロリドンの如きＮ－ビニル化合物；ビニルナフタリ
ン類；アクリロニトリル、メタクリロニトリル、アクリルアミドの如きアクリル酸もしく
はメタクリル酸誘導体；前述のα，β－不飽和酸のエステル、二塩基酸ジエステルが挙げ
られる。
【０１０６】
さらに、マレイン酸、シトラコン酸、イタコン酸、アルケニルコハク酸、フマル酸、メサ
コン酸の如き不飽和二塩基酸；マレイン酸無水物、シトラコン酸無水物、イタコン酸無水
物、アルケニルコハク酸無水物の如き不飽和二塩基酸無水物；マレイン酸メチルハーフエ
ステル、マレイン酸エチルハーフエステル、マレイン酸ブチルハーフエステル、シトラコ
ン酸メチルハーフエステル、シトラコン酸エチルハーフエステル、シトラコン酸ブチルハ
ーフエステル、イタコン酸メチルハーフエステル、アルケニルコハク酸メチルハーフエス
テル、フマル酸メチルハーフエステル、メサコン酸メチルハーフエステルの如き不飽和二
塩基酸のハーフエステル；ジメチルマレイン酸、ジメチルフマル酸の如き不飽和二塩基酸
エステル；アクリル酸、メタクリル酸、クロトン酸、ケイヒ酸の如きα，β－不飽和酸；
クロトン酸無水物、ケイヒ酸無水物の如きα，β－不飽和酸無水物、該α，β－不飽和酸
と低級脂肪酸との無水物；アルケニルマロン酸、アルケニルグルタル酸、アルケニルアジ
ピン酸、これらの酸無水物及びこれらのモノエステルの如きカルボキシル基を有するモノ
マーが挙げられる。
【０１０７】
さらに、２－ヒドロキシエチルアクリレート、２－ヒドロキシエチルメタクリレート、２
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－ヒドロキシプロピルメタクリレートなどのアクリル酸またはメタクリル酸エステル類；
４－（１－ヒドロキシ－１－メチルブチル）スチレン、４－（１－ヒドロキシ－１－メチ
ルヘキシル）スチレンの如きヒドロキシ基を有するモノマーが挙げられる。
【０１０８】
ビニル系樹脂のガラス転移温度は４５～８０℃であることが好ましく、より好ましくは５
５～７０℃である。ビニル系樹脂の数平均分子量（Ｍｎ）は２，５００～５０，０００で
あることが好ましく、より好ましくは３，０００～２０，０００である。ビニル系樹脂の
重量平均分子量（Ｍｗ）は１０，０００～１，５００，０００であることが好ましく、よ
り好ましくは２５，０００～１，２５０，０００である。
【０１０９】
　 明において、ワックス成分中に分散している樹脂成分は、トナーの結着樹脂として
用いることのできるものであれば、どのようなものでも良く、その他にはポリカーボネー
ト樹脂やエポキシ樹脂等でも良い。また結着樹脂とワックス成分中に分散している樹脂成
分とは、同一であっても、異なっていても良い。
【０１１０】
　 明のトナーを製造する方法としては、海－島－海構造を有しており、トナー粒子中
に含有される残留モノマーの含有量がトナー粒子の重量基準で５００ｐｐｍ以下であるト
ナーが得られる方法であれば、特に限定されるものではない。
【０１１２】
　 明のトナーの製造方法としては、具体的には、樹脂、ワックス成分、着色剤、荷電
制御剤等を加圧ニーダーやエクストルーダー又はメディア分散機を用い均一に分散した後
、機械的又はジェット気流下でターゲットに衝突させ、所望のトナー粒径に微粉砕化した
後（必要により、トナー粒子の平滑化および球形化の工程を付加し）、さらに分級工程を
経て粒度分布をシャープにしトナーにする粉砕法によるトナーの製造方法の他に、特公昭
５６－１３９４５号公報等に記載のディスク又は多流体ノズルを用い溶融混合物を空気中
に霧化し球形トナーを得る方法や、特公昭３６－１０２３１号公報、特開昭５９－５３８
５６号公報、特開昭５９－６１８４２号公報に述べられているような懸濁重合法を用いて
直接トナーを製造する方法や、単量体は可溶であり、得られる重合体が不溶な水系有機溶
剤を用い直接トナーを製造する分散重合法または水溶性重合開始剤存在下で直接重合トナ
ーを製造するソープフリー重合法に代表される乳化重合法等を用いてトナーを製造するこ
とが可能である。
【０１１３】
本発明においては、トナー粒子の形状係数ＳＦ－１を１００～１６０、ＳＦ－２を１００
～１４０にコントロールでき、粒度分布がシャープで、重量平均粒径が１０μｍ以下の粒
径を有するトナーを得ることができる懸濁重合法や乳化重合法が好ましく用いられる。更
には比較的容易に、ワックス成分が結着樹脂中に球状又は紡錘形の島状に分散しているト
ナー粒子を得ることができる懸濁重合法が特に好ましい。また予め得られた重合体にメデ
ィアを用いて定型化したり、直接加圧衝突板に重合体粒子を衝突する方法や、更に得られ
た重合体粒子を水系中で凍結したり、塩析や逆表面電荷を有する粒子をｐＨなどの条件を
考慮することで合体し、凝集・合一させる方法も好適に用いることができる。更に、一旦
得られた重合体粒子に単量体を吸収させた後、重合を行なうシード重合法も本発明に好適
に利用することができる。
【０１１４】
　 明のトナーの製造方法として懸濁重合法を用いる場合においては、以下の如き製造
方法が可能である。
【０１１５】
重合性単量体中に、ワックス成分、着色剤、荷電制御剤、重合開始剤その他の添加剤を加
えて単量体組成物を調製し、ホモジナイザー、超音波分散機等によって均一に溶解及び分
散させる。該単量体組成物を、分散安定剤を含有する水相中に通常の撹拌機またはホモミ
キサー、ホモジナイザー等により分散させる。好ましくは単量体組成物の液滴が所望のト
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ナー粒子のサイズを有するように撹拌速度、撹拌時間を調整し造粒する。その後は分散安
定剤の作用により、粒子状態が維持され、かつ、粒子の沈降が生じない程度の撹拌を行な
えばよい。重合温度は４０℃以上、一般的には５０～９０℃の温度に設定して重合を行な
うのがよい。またトナー粒子の機械的強度を高め、耐久性を向上させるために、重合反応
後半に昇温したり、反応後半、又は、反応終了後に一部の水系媒体を反応槽から留去する
ことにより、トナー粒子中の残留モノマーを除去することもできる。反応終了後、生成し
たトナー粒子は洗浄後、濾過により回収され、乾燥される。懸濁重合法においては、通常
単量体組成物１００重量部に対して水３００～３０００重量部を分散媒体として使用する
のが好ましい。尚、トナー粒子に含有される残留モノマー量を５００ｐｐｍ以下にするに
は、重合温度、留去する水系媒体の量、乾燥の条件などを調節することにより達成される
。
【０１１６】
トナーの製造方法として懸濁重合法を利用する場合、トナー粒子の粒度分布や粒径は、難
水溶性の無機塩や保護コロイド作用をする分散安定剤の種類や添加量を変えたり、機械的
装置条件（例えばローターの周速、パス回数、撹拌羽の形状の如き撹拌条件及び容器形状
）又は、水溶液中での固形分濃度等を適宜選択することにより制御することができる。
【０１１７】
重合法によりトナー粒子を得る方法においては、結着樹脂を形成するために以下の様な重
合性単量体が用いられる。具体的には、スチレン、ｏ（ｍ－，ｐ－）－メチルスチレン、
ｍ（ｐ－）－エチルスチレンの如きスチレン系単量体、（メタ）アクリル酸メチル、（メ
タ）アクリル酸エチル、（メタ）アクリル酸プロピル、（メタ）アクリル酸ブチル、（メ
タ）アクリル酸オクチル、（メタ）アクリル酸ドデシル、（メタ）アクリル酸ステアリル
、（メタ）アクリル酸ベヘニル、（メタ）アクリル酸２－エチルヘキシル、（メタ）アク
リル酸ジメチルアミノエチル、（メタ）アクリル酸ジエチルアミノエチルの如き（メタ）
アクリル酸エステル系単量体、ブタジエン、イソプレン、シクロヘキセン、（メタ）アク
リロニトリル、アクリルアミドの如きエン系単量体が好ましく用いられる。これらは単独
、または一般的には出版物ポリマーハンドブック第２版ＩＩＩ－ｐｌ３９～１９２（Ｊｏ
ｈｎ　Ｗｉｌｅｙ＆Ｓｏｎｓ社製）に記載の理論ガラス転移温度（Ｔｇ）が、４０～７５
℃を示すように単量体を適宜混合して用いられる。理論ガラス転移温度が４０℃未満の場
合にはトナーの保存安定性や耐久安定性の面から問題が生じやすく、一方７５℃を超える
場合にはトナーの定着点の上昇をもたらす。特にフルカラー画像を形成するためのカラー
トナーの場合においては各色トナーの定着時の混色性が低下し色再現性に乏しく、さらに
ＯＨＰ画像の透明性が低下するため好ましくない。
【０１１８】
重合法によってトナー粒子を製造する際には、外殻内にワックス成分を内包化せしめるた
め、さらに極性樹脂を単量体組成物中に添加することが特に好ましい。本発明において用
いられる極性樹脂としては、スチレンと（メタ）アクリル酸の共重合体、マレイン酸共重
合体、不飽和ポリエステル樹脂、飽和ポリエステル樹脂、ポリカーボネート樹脂またはエ
ポキシ樹脂が好ましく用いられる。
【０１１９】
直接重合法によりトナーを製造する際、用いられる重合開始剤として例えば、２，２’－
アゾビス（２，４－ジメチルバレロニトリル）、２，２’－アゾビスイソブチロニトリル
、１，１’－アゾビス（シクロヘキサン－１－カルボニトリル）、２，２’－アゾビス－
４－メトキシ－２，４－ジメチルバレロニトリル、アゾビスイソブチロニトリルの如きア
ゾ系またはジアゾ系重合開始剤；ベンゾイルパーオキサイド、メチルエチルケトンパーオ
キサイド、ジイソプロピルパーオキシカーボネート、クメンヒドロパーオキサイド、２，
４－ジクロロベンゾイルパーオキサイド、ラウロイルパーオキサイドの如き過酸化物系重
合開始剤が用いられる。該重合開始剤の使用量は、目的とする重合度により変化するが一
般的には重合性単量体に対し０．５～２０重量％が用いられる。重合開始剤の種類は、重
合法により若干異なるが、十時間半減期温度を参考に、単独または混合して使用される。
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また、重合度を制御するために公知の架橋剤、連鎖移動剤、重合禁止剤等をさらに添加し
て用いても良い。
【０１２０】
トナーの製造法として分散安定剤を用いた懸濁重合法を利用する場合、用いる分散安定剤
としては、無機化合物としてリン酸三カルシウム、リン酸マグネシウム、リン酸アルミニ
ウム、リン酸亜鉛、炭酸カルシウム、炭酸マグネシウム、水酸化カルシウム、水酸化マグ
ネシウム、水酸化アルミニウム、メタケイ酸カルシウム、硫酸カルシウム、硫酸バリウム
、ベントナイト、シリカ、アルミナ等が挙げられる。有機化合物としては、ポリビニルア
ルコール、ゼラチン、ヒドロキシエチルセルロース、メチルセルロース、メチルヒドロキ
シプロピルセルロース、エチルセルロース、カルボキシメチルセルロースおよびそのナト
リウム塩、ポリアクリル酸およびその塩、デンプン等が挙げられる。これらの分散安定剤
は、重合性単量体１００重量部に対して０．２～２０重量部を使用することが好ましい。
【０１２１】
分散安定剤として、無機化合物を用いる場合、市販のものをそのまま用いても良いが、細
かい粒子を得るために、分散媒体中にて該無機化合物の微粒子を生成しても良い。例えば
、リン酸三カルシウムの場合、高速撹拌下において、リン酸ナトリウム水溶液と塩化カル
シウム水溶液を混合することにより得ることができる。
【０１２２】
これら分散安定剤の微細な分散のために、０．００１～０．１重量部の界面活性剤を併用
しても良い。これは上記分散安定剤の作用を促進するためのものであり、例えば、ドデシ
ルベンゼン硫酸ナトリウム、テトラデシル硫酸ナトリウム、ペンタデシル硫酸ナトリウム
、オクチル硫酸ナトリウム、オレイン酸ナトリウム、ラウリル酸ナトリウム、ステアリン
酸カリウム、オレイン酸カルシウム等が挙げられる。
【０１２３】
　 明の要件を満たすトナーを製造し得る製造方法の一例について以下に詳しく示す。
【０１２４】
ワックス成分として長鎖分岐を有するポリアルキレンを使用し、重合性単量体としてスチ
レン及びｎ－ブチルアクリレートを用いる。同程度の重量のワックス成分と重合性単量体
、着色剤、さらに他の添加剤（荷電制御剤、重合開始剤等）を加えて単量体組成物を調製
し、該単量体組成物を水系媒体中に分散させて、加熱後、懸濁重合を行なう。得られた重
合微粒子を含有する水系媒体を冷却した後、水系媒体に最初に加えた重合性単量体の倍程
度の重量の重合性単量体と重合開始剤等を滴下し、再度、加熱して重合を行なうことによ
り海－島－海構造を有するトナー粒子を得ることができる。但し、海－島－海構造を有す
るトナー粒子を製造するためには、ワックス成分の組成や分子量、単量体組成物中の各成
分の割合、製造条件（温度、時間、撹拌速度等）を適宜調整することが必要である。また
、トナー粒子中に含有される残留モノマーを減らすためにも、適当な重合温度、重合時間
及び乾燥条件を選択しなけらばならい。
【０１２５】
　図１に 明のトナーが適用されうる中間転写体を使用した画像形成装置の一例を示し
、これに沿って画像形成方法について説明する。
【０１２６】
まず外部より電圧を印加されている帯電手段（例えば帯電ローラ）２により静電潜像担持
体（例えば感光体ドラム）１に一様に帯電を付与する。帯電した静電潜像担持体に対し、
図示されていない露光手段により露光し、静電荷像を形成する。
【０１２７】
帯電方法としては、図１に示されているような帯電ローラを用いた接触型の帯電手段を用
いる方法と、コロナ帯電器を用いる非接触で帯電を行なう方法があり、いずれの方法も用
いることができるが、効率的な均一帯電、シンプル化、オゾン発生の抑制などの観点より
接触型の帯電方法が好ましい。
【０１２８】
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図１に示される帯電ローラ２は、中心の芯金２ｂとその外周を形成した導電性弾性層２ａ
とを基本構成とし、静電潜像担持体１に押圧力をもって圧接され、静電潜像担持体１の回
転に伴い従動回転する。
【０１２９】
帯電ローラを用いた時の好ましいプロセス条件としては、ローラの当接圧が５～５００ｇ
／ｃｍで、直流電圧に交流電圧を重畳したものを用いた時には、交流電圧は０．５～５ｋ
Ｖｐｐ、交流周波数は５０Ｈｚ～５ｋＨｚ、直流電圧は±０．２～±１．５ｋＶであり、
直流電圧のみを用いた時には、直流電圧は±０．２～±５ｋＶである。
【０１３０】
この他の帯電手段としては、帯電ブレードを用いる方法や、導電性ブラシを用いる方法が
ある。これらの接触帯電手段は、高電圧が不必要になったり、オゾンの発生が低減すると
いった効果がある。
【０１３１】
次に形成された静電荷像を、シアントナーを有する現像剤、マゼンタトナーを有する現像
剤、イエロートナーを有する現像剤及びブラックトナーを有する現像剤が、それぞれ導入
された現像器４－１、４－２、４－３、４－４を用いて、磁気ブラシ現像方式、非磁性一
成分現像方式の如き公知の現像方法によって現像し、各色トナー像が静電潜像担持体１上
に形成される。
【０１３２】
静電潜像担持体１上に形成された第１色のトナー像は、静電潜像担持体１と中間転写体５
とが接する転写ニップ部を通過する過程で、中間転写体５に印加された一次転写バイアス
により形成される電界によって中間転写体５に一次転写される。転写後、静電潜像担持体
１の表面は、クリーニングブレード８を有するクリーニング手段９でクリーニングされる
。同様にして第２色、第３色及び第４色のトナー像を順次、中間転写体５上に重畳転写し
、中間転写体５上に目的のカラー画像に対応した合成カラートナー像が形成される。
【０１３３】
中間転写体５は、静電潜像担持体１に対して並行に軸受けさせて、静電潜像担持体１の下
面部に接触させて配設されており、静電潜像担持体との対向部において、同方向で、同じ
周速で回転していることが好ましい。
【０１３４】
中間転写体５上に形成されたトナー像は、転写手段（例えば転写ローラ又は転写ベルト）
７を用いて紙の如き転写材６に二次転写される。転写ローラ又は転写ベルトを用いる場合
には、中間転写体５と同じ速度で、対向部において同方向に回転させることが好ましい。
また、転写手段７は直接、中間転写体に接触するように配設されていても良く、ベルト又
はフィルムを介して中間転写体と転写手段とが、接触するような構成でも良い。必要によ
り、二次転写後、着脱自在なクリーニング手段１０により、中間転写体の表面はクリーニ
ングされる。中間転写体上にトナー像がある時には、クリーニング手段１０を中間転写体
表面から離して、トナー像を乱さない様にする。
【０１３５】
二次転写された転写材６上のトナー像は、加熱加圧定着手段Ｈによって定着される。加熱
加圧定着手段としては、ハロゲンヒーター等の発熱体を内蔵した加熱ローラと、加熱ロー
ラに対し押圧力をもって圧接された弾性体の加圧ローラとを有する熱ロール方式のものが
挙げられる。他の方法としては、図５及び６に記載されているようなフィルムを介してヒ
ーターにより加熱定着する定着手段を用いることもできる。
【０１３６】
本発明のトナーを磁性キャリアと混合し、二成分系現像剤として用いる場合には、例えば
図２に示す様な現像手段を用いて現像を行なうことができる。具体的には、交番電界を印
加しつつ、磁気ブラシが静電潜像担持体（感光体ドラム）１３に接触している状態で現像
を行なうことが好ましい。現像剤担持体（現像スリーブ）１１と感光体ドラム１３の距離
Ｂは、感光体ドラムへのキャリア付着防止及び画質の向上のために、１００～１０００μ
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ｍであることが好ましい。距離Ｂが１００μｍ未満であると、現像剤の供給が不十分にな
りやすく、そのため画像濃度が低くなりやすい。逆に１０００μｍを超えると、磁石Ｓ１
からの磁力線が広がってしまい、磁気ブラシの密度が低くなり、ドット再現性が低下した
り、また、キャリアを拘束する力が弱まるため感光体ドラムへのキャリア付着が生じやす
くなる。
【０１３７】
交番電界のピーク間の電圧（Ｖｐｐ）は５００～５０００Ｖが好ましく、周波数（ｆ）は
５００～１００００Ｈｚ、好ましくは５００～３０００Ｈｚであり、それぞれプロセスに
適宜選択して用いることができる。この場合、波形としては三角波、矩形波、正弦波、あ
るいはＤｕｔｙ比を変えた波形等種々選択して用いることができる。印加電圧が、５００
Ｖより低いと十分な画像濃度が得られにくく、また非画像部のカブリトナーを良好に回収
することができない場合がある。５０００Ｖを超える場合には磁気ブラシを介して、静電
像を乱してしまい、画質低下を招く場合がある。
【０１３８】
良好に帯電したトナーを有する二成分系現像剤を使用することで、カブリ取り電圧（Ｖｂ
ａｃｋ）を低くすることができ、感光体の一次帯電の電圧を低めることができるために感
光体寿命を長寿命化できる。Ｖｂａｃｋは、現像システムにもよるが１５０Ｖ以下、より
好ましくは１００Ｖ以下が良い。
【０１３９】
感光体ドラムの表面における画像部と非画像部の電位差であるコントラスト電位は、十分
画像濃度がでるように２００Ｖ～５００Ｖであることが好ましい。
【０１４０】
周波数が５００Ｈｚより低いとプロセススピードにも関係するが、キャリアへの電荷注入
が起こるためにキャリア付着、あるいは潜像を乱すことで画質を低下させる場合がある。
１００００Ｈｚを超えると電界に対してトナーが追随できず画質の低下を招きやすい。
【０１４１】
十分な画像濃度を出し、ドット再現性に優れ、かつキャリア付着のない現像を行うために
現像スリーブ１１上の磁気ブラシの感光体ドラム１３との接触幅（現像ニップＣ）を好ま
しくは３～８ｍｍにすることである。現像ニップＣが３ｍｍより狭いと十分な画像濃度と
ドット再現性を良好に満足することが困難であり、８ｍｍより広いと、現像剤のパッキン
グが起き機械の動作を止めてしまったり、またキャリア付着を十分に抑さえることが困難
になる。現像ニップの調整方法としては、現像剤規制部材１８と現像スリーブ１１との距
離Ａを調整したり、現像スリーブ１１と感光体ドラム１３との距離Ｂを調整することでニ
ップ幅を適宜調整することができる。
【０１４２】
本発明のトナーは一成分現像にも好適に用いることが出来る。静電潜像担持体上に形成さ
れた静電像を一成分現像方法で現像する装置の一例を示すが必ずしもこれに限定されるも
のではない。
【０１４３】
図３において、２５は静電潜像担持体（感光体ドラム）であり、潜像形成は公知の手段に
より成される。２４は現像剤担持体（現像スリーブ）であり、アルミニウムあるいはステ
ンレス等からなる非磁性スリーブからなる。
【０１４４】
現像スリーブ２４の略右半周面はトナー容器２１内のトナー溜りに常時接触していて、そ
の現像スリーブ面近傍のトナーが現像スリーブ表面に付着保持される。磁性トナーの場合
には、現像スリーブ内の磁気発生手段の磁力及び静電気力により付着保持され、非磁性ト
ナーの場合には、静電気力により付着保持される。
【０１４５】
現像剤担持体の表面粗度Ｒａ（μｍ）を１．５以下となるように設定する。好ましくは１
．０以下である。更に好ましくは０．５以下である。
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【０１４６】
該表面粗度Ｒａを１．５以下とすることで、現像スリーブの有するトナー粒子の搬送能力
を抑制し、該現像スリーブ上のトナー層を薄層化すると共に、該現像スリーブとトナーの
接触回数が多くなる為、該トナーの帯電性も改善されるので相乗的に画質が向上する。
【０１４７】
該現像スリーブの表面粗度Ｒａが１．５を超えると、該現像スリーブ上のトナー層の薄層
化が困難となるばかりか、トナーの帯電性が改善されないので画質の向上は望めない。
【０１４８】
本発明において、現像スリーブの表面粗度Ｒａは、ＪＩＳ表面粗さ「ＪＩＳ　Ｂ　０６０
１」に基づき、表面粗さ測定器（サーフコーダＳＥ－３０Ｈ、株式会社小坂研究所社製）
を用いて測定される中心線平均粗さに相当する。具体的には、粗さ曲線からその中心線の
方向に測定長さａとして２．５ｍｍの部分を抜き取り、この抜き取り部分の中心線をＸ軸
，縦倍率の方向をＹ軸，粗さ曲線をｙ＝ｆ（ｘ）で表わした時、次式によって求められる
値をミクロメートル（μｍ）で表わしたものをいう。
【０１４９】
【数３】
　
　
　
　
【０１５０】
本発明では、現像スリーブの表面移動速度を静電潜像担持体の表面移動速度に対し１．０
５～３．０倍となるように設定することで、該現像スリーブ上のトナー層は適度な撹拌効
果を受ける為、静電潜像の忠実再現が一層良好なものとなる。
【０１５１】
該現像スリーブの表面移動速度が、静電潜像担持体の表面移動速度に対し１．０５倍未満
であると、該トナー層の受ける撹拌効果が不十分となり、良好な画像形成は望めない。ま
た、ベタ黒画像等、広い面積にわたって多くのトナー量を必要とする画像を現像する場合
、静電潜像へのトナー供給量が不足し画像濃度が薄くなる。逆に３．０を超える場合、上
記の如きトナーの過剰な帯電によって引き起こされる種々の問題の他に、機械的ストレス
によるトナーの劣化やトナー担持体へのトナー固着が発生、促進され、好ましくない。
【０１５２】
トナーＴはホッパー２１に貯蔵されており、供給部材２２によって現像スリーブ上へ供給
される。供給部材として、多孔質弾性体、例えば軟質ポリウレタンフォーム等の発泡材よ
り成る供給ローラーが好ましく用いられる。該供給ローラーを現像スリーブに対して、順
または逆方向に０でない相対速度をもって回転させ、現像スリーブ上へのトナー供給と共
に、スリーブ上の現像後のトナー（未現像トナー）のはぎ取りをも行う。この際、供給ロ
ーラーの現像スリーブへの当接幅は、トナーの供給及びはぎ取りのバランスを考慮すると
、２．０～１０．０ｍｍが好ましく、４．０～６．０ｍｍがより好ましい。その一方で、
トナーに対する過大なストレスを余儀なくされ、トナーの劣化による凝集の増大、あるい
は現像スリーブ，供給ローラー等へトナーの融着・固着が生じやすくなるが、本発明の現
像法に用いられるトナーは、流動性，離型性に優れ、耐久安定性を有しているので、該供
給部材を有する現像法においても好ましく用いられる。また、供給部材として、ナイロン
，レーヨン等の樹脂繊維より成るブラシ部材を用いてもよい。尚、これらの供給部材は磁
気拘束力を利用できない非磁性トナーを使用する一成分現像方法において極めて有効であ
るが、磁性トナーを使用する一成分現像方法に使用してもよい。
【０１５３】
現像スリーブ上に供給されたトナーは規制部材によって薄層かつ均一に塗布される。
【０１５４】
トナー薄層化の規制部材としてトナーを圧接塗布する為の弾性ブレードや弾性ローラーの
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如き弾性体を用いることができる。図３の如く、弾性ブレード２３はその上辺部側である
基部を現像剤容器２１側に固定保持され、下辺部側をブレードの弾性に抗して現像スリー
ブ２４の順方向或いは逆方向にたわめた状態にしてブレード内面側（逆方向の場合には外
面側）をスリーブ２４表面に適度の弾性押圧をもって当接させる。この様な装置によると
、環境の変動に対しても安定で、緻密なトナー層が得られる。その理由は必ずしも明確で
はないが、該弾性体によって現像スリーブ表面と強制的に摩擦される為トナーの環境変化
による挙動の変化に関係なく常に同じ状態で帯電が行われる為と推測される。
【０１５５】
その一方で帯電が過剰になり易く、現像スリーブや弾性ブレード上にトナーが融着し易い
が、本発明に用いられるトナーは離型性に優れ摩擦帯電性が安定しているので好ましく用
いられる。
【０１５６】
該弾性体には所望の極性にトナーを帯電させるのに適した摩擦帯電系列の材質を選択する
ことが好ましく、シリコーンゴム、ウレタンゴム、ＮＢＲの如きゴム弾性体；ポリエチレ
ンテレフタレートの如き合成樹脂弾性体；ステンレス、鋼、リン青銅の如き金属弾性体が
使用できる。また、それらの複合体であっても良い。
【０１５７】
また、弾性体とトナー担持体に耐久性が要求される場合には、金属弾性体に樹脂やゴムを
スリーブ当接部に当るように貼り合わせたり、コーティング塗布したものが好ましい。
【０１５８】
更に、弾性体中に有機物や無機物を添加しても良く、溶融混合させても良いし、分散させ
ても良い。例えば、金属酸化物、金属粉、セラミックス、炭素同素体、ウィスカー、無機
繊維、染料、顔料、界面活性剤などを添加することにより、トナーの帯電性をコントロー
ルできる。特に、弾性体がゴムや樹脂等の成型体の場合には、シリカ、アルミナ、チタニ
ア、酸化錫、酸化ジルコニア、酸化亜鉛等の金属酸化物微粉末、カーボンブラック、一般
にトナーに用いられる荷電制御剤等を含有させることも好ましい。
【０１５９】
該弾性体と現像スリーブとの当接圧力は、現像スリーブの母線方向の線圧として、０．１
ｋｇ／ｍ以上、好ましくは０．３～２５ｋｇ／ｍ、更に好ましくは０．５～１２ｋｇ／ｍ
が有効である。これによりトナーの凝集を効果的にほぐすことが可能となり、トナーの帯
電量を瞬時に立ち上げることが可能になる。当接圧力が０．１ｋｇ／ｍより小さい場合、
トナーの均一塗布が困難となり、トナーの帯電量分布がブロードになりカブリや飛散の原
因となる。また当接圧力が２５ｋｇ／ｍを超えると、トナーに大きな圧力がかかり、トナ
ーが劣化したり、トナーの凝集物が発生するなど好ましくない。またトナー担持体を駆動
させるために大きなトルクを要するため好ましくない。
【０１６０】
静電潜像担持体と現像スリーブとの間隙αは、５０～５００μｍに設定されることが好ま
しい。
【０１６１】
トナー担持体上のトナー層の層厚は、静電潜像担持体とトナー担持体との間隙αよりも薄
いことが最も好ましいが、場合によりトナー層を構成する多数のトナーの穂のうち、一部
は静電潜像担持体に接する程度にトナー層の層厚を規制してもよい。
【０１６２】
トナー層厚の規制部材としては、弾性ブレードや弾性ローラの如き弾性体以外にも、ドク
ターブレードや剛体ローラも用いることができる。ドクターブレードを用いる場合、現像
スリーブとの間隙αは５０～４００μｍに設定されることが好ましい。
【０１６３】
またさらに、規制部材である現像ブレード，供給部材である供給ローラー，ブラシ部材に
直流電場及び／または交流電場を印加することによっても、トナーへのほぐし作用のため
現像スリーブ上の規制部位においては、均一薄層塗布性，均一帯電性がより向上し、供給
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部位においては、トナーの供給／はぎとりがよりスムーズになされ、十分な画像濃度の達
成及び良質の画像を得ることができる。
【０１６４】
一方、トナー担持体には、バイアス電源２６により静電潜像担持体との間に交番電界を印
加することによりトナー担持体から静電潜像担持体へのトナーの移動を容易にし、更に良
質の画像を得ることが出来る。交番電界のＶｐｐは１００Ｖ以上、好ましくは２００～３
０００Ｖ、更に好ましくは３００～２０００Ｖで用いるのが良い。また、ｆは５００～５
０００Ｈｚ、好ましくは１０００～３０００Ｈｚ、更に好ましくは１５００～３０００Ｈ
ｚで用いられるこの場合の波形は、矩形波、サイン波、のこぎり波、三角波等の波形が適
用できる。また、正、逆の電圧、時間の異なる非対称交流バイアスも利用できる。また直
流バイアスを重畳するのも好ましい。
【０１６５】
また、本発明のトナーは、転写工程での転写効率が高く、転写残トナーが少ない上に、ク
リーニング性に優れているので、静電潜像担持体上にフィルミングを生じにくい。さらに
、多数枚耐久試験を行っても従来のトナーよりも、本発明のトナーは外添剤のトナー粒子
表面への埋没が少ないため、良好な画質を長期にわたって維持し得る。特に静電潜像担持
体や中間転写体上の転写残トナーをクリーニングブレードの如きクリーニング手段で除去
し、回収された該転写残トナーを再度利用するいわゆるリユース機構を有する図４の如き
画像形成装置に好ましく用いられる。
【０１６６】
本発明において用いることのできる静電潜像担持体はａ－Ｓｅ、Ｃｄｓ、ＺｎＯ 2、ＯＰ
Ｃ、ａ－Ｓｉの様な光導電絶縁物質層を持つ感光ドラムもしくは感光ベルトである。
【０１６７】
静電潜像担持体としては、アモルファスシリコン感光層、又は有機感光層を有する感光体
が好ましく用いられる。
【０１６８】
有機感光層としては、感光層が電荷発生物質及び電荷輸送性能を有する物質を同一層に含
有する、単一層型でもよく、又は、電荷輸送層を電荷発生層を成分とする機能分離型感光
層であっても良い。導電性基体上に電荷発生層、次いで電荷輸送層の順で積層されている
構造の積層型感光層は好ましい例の一つである。
【０１６９】
有機感光層の結着樹脂はポリカーボネート樹脂、ポリエステル樹脂、アクリル系樹脂が特
に、転写性、クリーニング性が良く、クリーニング不良、感光体へのトナーの融着、外添
剤のフィルミングが起こりにくい。
【０１７０】
現像剤担持体としては、例えばステンレスやアルミニウム等からなる円筒状、あるいはベ
ルト状部材が好ましく用いられる。また必要に応じ表面を金属又は樹脂を用いてコートし
ても良く、樹脂、金属、カーボンブラック及び帯電制御剤の微粒子を分散した樹脂をコー
トすることがより好ましい。
【０１７１】
中間転写体は、図１の如くパイプ状の導電性芯金５ｂと、その外周面に形成した中抵抗の
弾性体層５ａからなるものが好ましく用いられる。芯金は、プラスチックのパイプに導電
性メッキをほどこしたものでも良い。
【０１７２】
中抵抗の弾性体層は、シリコーンゴム、テフロンゴム、クロロプレンゴム、ウレタンゴム
、ＥＰＤＭ（エチレンプロピレンジエンの３元共重合体）の如き弾性材料に、カーボンブ
ラック、酸化亜鉛、酸化スズ、炭化ケイ素の如き導電性付与材を配合分散して電気抵抗値
（体積抵抗率）を１０ 5～１０ 1 1Ω・ｃｍの中抵抗に調整した、ソリッドあるいは発泡肉
質の層である。
【０１７３】
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接触帯電手段として用いられる帯電ローラ及び帯電ブレードの材質としては、導電性ゴム
が好ましく、その表面に離型性被膜をもうけても良い。離型性被膜としては、ナイロン系
樹脂、ＰＶＤＦ（ポリフッ化ビニリデン）、ＰＶＤＣ（ポリ塩化ビニリデン）が適用可能
である。
【０１７４】
トナー層厚の規制部材として用いられる弾性体には、所望の極性にトナーを帯電させるの
に適した摩擦帯電系列の材質を選択することが好ましく、シリコーンゴム、ウレタンゴム
、ＮＢＲの如きゴム弾性体；ポリエチレンテレフタレートの如き合成樹脂弾性体；ステン
レス、鋼、リン青銅の如き金属弾性体が使用できる。また、それらの複合体であっても良
い。
【０１７５】
また、弾性体と現像剤担持体に耐久性が要求される場合には、金属弾性体に樹脂やゴムを
スリーブ当接部に当るように貼り合わせたり、コーティング塗布したものが好ましい。
【０１７６】
更に、弾性体中に有機物や無機物を添加しても良く、溶融混合させても良いし、分散させ
ても良い。例えば、金属酸化物、金属粉、セラミックス、炭素同素体、ウィスカー、無機
繊維、染料、顔料、界面活性剤などを添加することにより、トナーの帯電性をコントロー
ルできる。特に、弾性体がゴムや樹脂等の成型体の場合には、シリカ、アルミナ、チタニ
ア、酸化錫、ジルコニア、酸化亜鉛等の金属酸化物微粉末、カーボンブラック、一般にト
ナーに用いられる荷電制御剤等を含有させることも好ましい。
【０１７７】
また、トナー層厚の規制部材として用いることのできる剛体のものとしては、金属ブレー
ド、磁性ブレードの如きドクターブレード、あるいは、金属、樹脂、セラミックスを用い
た剛体ローラやスリーブが挙げられる。
【０１７８】
転写ローラは、図１の如く、中心の芯金７ｂとその外周を形成した導電性弾性層７ａとを
基本構成とするものが好ましく用いられる。
【０１７９】
中間転写体及び転写ローラとしては、一般的な材料を用いることが可能であるが、中間転
写体を有する画像形成装置においては、中間転写体の弾性層の体積固有抵抗値よりも転写
ローラの弾性層の体積固有抵抗値をより小さく設定することが好ましい。転写ローラの弾
性層の抵抗値を低く設定することにより、転写ローラへの印加電圧が軽減でき、転写材上
に良好なトナー像を形成できると共に転写材の中間転写体への巻き付きを防止することが
できる。特に中間転写体の弾性層の体積固有抵抗値が転写ローラの弾性層の体積固有抵抗
値より１０倍以上であることが特に好ましい。
【０１８０】
例えば、転写ローラ７の導電性弾性層７ａはカーボン等の導電材を分散させたポリウレタ
ン、エチレン－プロピレン－ジエン系三元共重合体（ＥＰＤＭ）の如き体積抵抗１０ 6～
１０ 1 0Ωｃｍ程度の弾性体でつくられている。芯金７ｂには定電圧電源によりバイアスが
印加されている。バイアス条件としては、±０．２～±１０ｋＶが好ましい。
【０１８１】
【実施例】
以下、具体的実施例によって本発明を説明するが、本発明はなんらこれらに限定されるも
のではない。
【０１８２】
〔トナーの製造例および比較製造例〕

高速撹拌装置ＴＫ式ホモミキサー（特殊機化工業製）を備えた２リットル用４つ口セパラ
ブルフラスコ中にイオン交換水６５０重量部と０．１ｍｏｌ／リットル－Ｎａ 3ＰＯ 4水溶
液５００重量部を投入し、回転数を１２０００ｒｐｍに調整し、７０℃に加温した。ここ
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に１．０ｍｏｌ／リットル－ＣａＣｌ 2水溶液７０重量部を徐々に添加し、微小な難水溶
性分散安定剤Ｃａ 3（ＰＯ 4）を含む水系連続相を調製した。
【０１８３】
一方、分散質として
・スチレン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３９重量部
・ｎ－ブチルアクリレート　　　　　　　　　　　　　　　　　１１重量部
・カーボンブラック　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０重量部
（ＢＥＴ比表面積＝８０ｍ 2／ｇ、吸油量＝１２０ｍｌ／１００ｇ）
・負電荷性制御剤（アゾ系鉄錯体）　　　　　　　　　　　　　　２重量部
上記混合物をアトライター（三井三池化工製）を用い３時間分散したものに、
・飽和ポリエステル樹脂（ピーク分子量４５００、Ｔｇ７０℃）　４重量部
・長鎖分岐をもつ低分子量のポリアルキレンワックス　　　　　５０重量部
（重量平均分子量＝１６０００、数平均分子量＝１６００、
ピーク分子量＝４０００、最大吸熱ピーク温度＝７０℃）
・２，２’－アゾビス（２，４－ジメチルバレロニトリル）　　１０重量部
を添加して７０℃に加熱し、重合性単量体組成物を調製した。なお、上記分散中のポリア
ルキレンワックスが長鎖分岐を有していることは 1 3Ｃ－ＮＭＲを測定することにより確認
された。
【０１８４】
次に前記水系媒体中に該重合性単量体組成物を投入し、窒素雰囲気下液温７０℃で高速撹
拌機の回転数を１２０００ｒｐｍに維持しつつ１５分間撹拌し、造粒した。その後、撹拌
機をプロペラ型撹拌翼にかえて５０ｒｐｍで撹拌しながら７０℃で１０時間保持して懸濁
液を得た。
【０１８５】
さらに、上記懸濁液を放冷し下記の混合物を滴下した後、再び７０℃に昇温して１０時間
保持した。
【０１８６】
・スチレン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８８重量部
・ｎ－ブチルアクリレート　　　　　　　　　　　　　　　　　１２重量部
・不飽和ポリエステル樹脂（ピーク分子量５２００、Ｔｇ５９℃）１重量部
・２，２’－アゾビス（２，４－ジメチルバレロニトリル）　　　５重量部
【０１８７】
更に、フラスコ内を真空ポンプにて約５０ｋＰａに減圧し、水系媒体の液温を８０℃にし
て蒸留を１０時間行なった。その後、懸濁液を冷却し、希塩酸を添加して分散安定剤の除
去を行ない、重合体粒子を濾別し、さらに水洗浄を数回繰り返した。該重合体粒子をジャ
ケットを有する円柱型容器の中に仕込み、ジャケット内に５０℃の温水を流しつつ、円柱
型容器を回転させ、更に反応容器内を約１０ｋＰａに減圧して、乾燥を１０時間行ない黒
トナー粒子（Ａ１）を得た。
【０１８８】
黒トナー粒子（Ａ１）は、重量平均粒径が６．４μｍ、個数分布による変動係数が２５％
であり、形状係数ＳＦ－１が１２７、ＳＦ－２が１１５、（ＳＦ－２）／（ＳＦ－１）が
０．９１であった。また、トナー粒子中の結着樹脂のピーク分子量が１．９万で、ＧＰＣ
分子量２００乃至２０００の割合が２．４重量％であった。
【０１８９】
該黒トナー粒子（Ａ１）中のワックス成分及び着色剤の分散状態を透過型電子顕微鏡（Ｔ
ＥＭ）で４万倍、又は、１０万倍に拡大し観察したところ、図７（ａ）の模式図のように
結着樹脂の内部にワックス成分が粒状に内包化されており、該ワックス成分中に樹脂成分
及びカーボンブラックが分散した海－島－海構造を有していた。またトナー粒子の断層面
の長径Ｒと、長径Ｒであるトナー粒子の断層面中に存在しているワックスに起因する相分
離構造の中で最も大きなものの長径ｒとの比ｒ／Ｒの平均値は、０．４４であった。さら
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にワックスに起因する相分離構造の長径ｒと、長径ｒであるワックス成分中の樹脂成分に
起因する相分離構造の中で最も大きなものの長径ａとの比ａ／ｒの平均値は、０．３１で
あった。また、結着樹脂中とワックス成分中のカーボンブラックの投影面積比率は２０：
８０であり、トナーに含有される残留モノマーの含有量は５０ｐｐｍであった。
【０１９０】
着色剤をカーボンブラックから、マゼンタ着色剤としてＣ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｒｅｄ
　２０２、シアン着色剤としてＣ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｂｌｕｅ　１５：３、イエロー
着色剤としてＣ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ　１７にかえる以外は、同様にして
、マゼンタトナー粒子（Ａ２）、シアントナー粒子（Ａ３）、イエロートナー粒子（Ａ４
）を製造した。それぞの物性は表１に示す。
【０１９１】
各トナー粒子（Ａ２）～（Ａ４）中のワックス成分及び着色剤の分散状態を透過型電子顕
微鏡（ＴＥＭ）で観察したところ、図７（ａ）の模式図のように結着樹脂の内部にワック
ス成分が粒状に内包化されており、該ワックス成分中に樹脂成分及び着色剤が分散した海
－島－海構造を有していた。
【０１９２】
上記のトナー粒子（Ａ１）～（Ａ４）について以下の様にして保存安定性の評価を行なっ
たところ、粒子の流動性が損なわれることなく、良好な結果となった。
【０１９３】
＜保存安定性の評価方法＞
粒子５．０ｇを５０ｍｌのプラスチック製カップに入れ、５０．０℃に設定した熱風乾燥
器中に静置する。３日後に取り出して室温まで放冷し、目視により次の基準で保存安定性
を評価した。
Ａ：流動性が損なわれない。
Ｂ：流動性が落ちているが、カップを回転させると流動性が回復する。
Ｃ：トナー粒子の凝集や粗粒化が見られる。
Ｄ：ケーキングが発生している。
【０１９４】
上記トナー粒子（Ａ１）～（Ａ４）１００重量部と疎水性シリカ微粉体（ＢＥＴ比表面積
：２００ｍ 2／ｇ）２重量部をヘンシェルミキサーで乾式混合して、本発明のトナー（Ａ
１）～（Ａ４）とした後、各トナー（Ａ１）～（Ａ４）６重量部と樹脂コート磁性フェラ
イトキャリア（重量平均粒径＝５０μｍ）９４重量部とを混合して磁気ブラシ現像用の二
成分現像剤（Ａ１）～（Ａ４）を調製した。
【０１９５】

水系媒体から取り出された重合体粒子を、常圧，４０℃の環境下で４０時間熱風乾燥する
ことにより乾燥させること以外は、トナーの製造例１における黒トナー粒子（Ａ１）の製
造と同様にして、トナー粒子（Ｂ）を製造した。
【０１９６】
得られたトナー粒子（Ｂ）の物性を表１に示す。
【０１９７】
該トナー粒子（Ｂ）中のワックス成分及び着色剤の分散状態を透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ
）で観察したところ、図７（ａ）の模式図のように結着樹脂の内部にワックス成分が粒状
に内包化されており、該ワックス成分中に樹脂成分及びカーボンブラックが分散した海－
島－海構造を有していた。また、結着樹脂中とワックス成分中のカーボンブラックの投影
面積比率は３０：７０であった。
【０１９８】
該トナー粒子（Ｂ）を用いて、トナーの製造例１と同様にして、トナー（Ｂ）及び二成分
現像剤（Ｂ）を作製した。
【０１９９】
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水系媒体から取り出された重合体粒子を、常圧，３５℃の環境下で２０時間熱風乾燥する
ことにより乾燥させること以外は、トナーの製造例１における黒トナー粒子（Ａ１）の製
造と同様にして、トナー粒子（Ｃ）を製造した。
【０２００】
得られたトナー粒子（Ｃ）の物性を表１に示す。
【０２０１】
該トナー粒子（Ｃ）中のワックス成分及び着色剤の分散状態を透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ
）で観察したところ、図７（ａ）の模式図のように結着樹脂の内部にワックス成分が粒状
に内包化されており、該ワックス成分中に樹脂成分及びカーボンブラックが分散した海－
島－海構造を有していた。また、結着樹脂中とワックス成分中のカーボンブラックの投影
面積比率は４１：５９であった。
【０２０２】
該トナー粒子（Ｃ）を用いて、トナーの製造例１と同様にして、トナー（Ｃ）及び二成分
現像剤（Ｃ）を作製した。
【０２０３】

トナーの製造例１の黒トナー粒子（Ａ１）の製造において、飽和ポリエステル及び不飽和
ポリエステルを用いなかったこと以外は、同様にして、トナー粒子（Ｄ）を製造した。
【０２０４】
得られたトナー粒子（Ｄ）の物性を表１に示す。
【０２０５】
該トナー粒子（Ｄ）中のワックス成分及び着色剤の分散状態を透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ
）で観察したところ、図７（ａ）の模式図のように結着樹脂の内部にワックス成分が粒状
に内包化されており、該ワックス成分中に樹脂成分及びカーボンブラックが分散した海－
島－海構造を有していた。また、結着樹脂中とワックス成分中のカーボンブラックの投影
面積比率は２１：７９であった。
【０２０６】
該トナー粒子（Ｄ）を用いて、トナーの製造例１と同様にして、トナー（Ｄ）及び二成分
現像剤（Ｄ）を作製した。
【０２０７】

高速撹拌装置ＴＫ式ホモミキサー（特殊機化工業製）を備えた２リットル用４つ口セパラ
ブルフラスコ中にイオン交換水６５０重量部と０．１ｍｏｌ／リットル－Ｎａ 3ＰＯ 4水溶
液５００重量部を投入し、回転数を１２０００ｒｐｍに調整し、７０℃に加温した。ここ
に１．０ｍｏｌ／リットル－ＣａＣｌ 2水溶液７０重量部を徐々に添加し、微小な難水溶
性分散安定剤Ｃａ 3（ＰＯ 4）を含む水系連続相を調製した。
【０２０８】
一方、分散質として
・スチレン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３９重量部
・ｎ－ブチルアクリレート　　　　　　　　　　　　　　　　　１１重量部
・カーボンブラック　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０重量部
（ＢＥＴ比表面積＝８０ｍ 2／ｇ、吸油量＝１２０ｍｌ／１００ｇ）
・負電荷性制御剤（アゾ系鉄錯体）　　　　　　　　　　　　　　２重量部
上記混合物をアトライター（三井三池化工製）を用い３時間分散したものに、
・トナーの製造例１で使用した長鎖分岐を有する　　　　　　　５０重量部
ポリアルキレンワックス（最大吸熱ピーク温度＝７０℃）
・２，２’－アゾビス（２，４－ジメチルバレロニトリル）　　１０重量部
を添加して７０℃に加熱し、重合性単量体組成物を調製した。
【０２０９】
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次に前記水系媒体中に該重合性単量体組成物を投入し、窒素雰囲気下液温７０℃で高速撹
拌機の回転数を１２０００ｒｐｍに維持しつつ１５分間撹拌し、造粒した。その後、撹拌
機をプロペラ型撹拌翼にかえて５０ｒｐｍで撹拌しながら７０℃で１０時間保持して懸濁
液を得た。
【０２１０】
さらに、上記懸濁液を放冷し下記の混合物を滴下した後、再び７０℃に昇温して１０時間
保持した。
【０２１１】
・スチレン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８８重量部
・ｎ－ブチルアクリレート　　　　　　　　　　　　　　　　　１２重量部
・２，２’－アゾビス（２，４－ジメチルバレロニトリル）　　　５重量部
【０２１２】
その後、懸濁液を冷却し、次いで希塩酸を添加して分散安定剤を除去した。さらに水洗浄
を数回繰り返した後、常圧，３５℃の環境下で１０時間熱風乾燥し、比較用トナー粒子（
ａ）を得た。
【０２１３】
得られた比較用トナー粒子（ａ）の物性を表１に示す。
【０２１４】
該トナー粒子（ａ）中のワックス成分及び着色剤の分散状態を透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ
）で観察したところ、図７（ａ）の模式図のように結着樹脂の内部にワックス成分が粒状
に内包化されており、該ワックス成分中に樹脂成分及びカーボンブラックが分散した海－
島－海構造を有していた。また、結着樹脂中とワックス成分中のカーボンブラックの投影
面積比率は７２：２８であった。
【０２１５】
該比較用トナー粒子（ａ）を用いて、トナーの製造例１と同様にして、比較用トナー（ａ
）及び比較用二成分現像剤（ａ）を作製した。
【０２１６】

高速撹拌装置ＴＫ式ホモミキサー（特殊機化工業製）を備えた２リットル用４つ口セパラ
ブルフラスコ中にイオン交換水６５０重量部と０．１ｍｏｌ／リットル－Ｎａ 3ＰＯ 4水溶
液５００重量部を投入し、回転数を１２０００ｒｐｍに調整し、７０℃に加温した。ここ
に１．０ｍｏｌ／リットル－ＣａＣｌ 2水溶液７０重量部を徐々に添加し、微小な難水溶
性分散安定剤Ｃａ 3（ＰＯ 4）を含む水系連続相を調製した。
【０２１７】
一方、分散質として
・スチレン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２７重量部
・ｎ－ブチルアクリレート　　　　　　　　　　　　　　　　　２４重量部
・カーボンブラック　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０重量部
（ＢＥＴ比表面積＝８０ｍ 2／ｇ、吸油量＝１２０ｍｌ／１００ｇ）
・負電荷性制御剤（アゾ系鉄錯体）　　　　　　　　　　　　　　２重量部
上記混合物をアトライター（三井三池化工製）を用い３時間分散したものに、
・パラフィンワックス（最大吸熱ピーク温度＝７０℃）　　　　５０重量部
・２，２’－アゾビス（２，４－ジメチルバレロニトリル）　　１０重量部
を添加して７０℃に加熱し、重合性単量体組成物を調製した。
【０２１８】
次に前記水系媒体中に該重合性単量体組成物を投入し、窒素雰囲気下液温７０℃で高速撹
拌機の回転数を１２０００ｒｐｍに維持しつつ１５分間撹拌し、造粒した。その後、撹拌
機をプロペラ型撹拌翼にかえて５０ｒｐｍで撹拌しながら７０℃で１０時間保持して懸濁
液を得た。その後、懸濁液を冷却し、次いで希塩酸を添加して分散安定剤を除去した。さ
らに水洗浄を数回繰り返した後、常圧，３５℃の環境下において２０時間熱風乾燥し、比
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較用トナー粒子（ｂ）を得た。
【０２１９】
得られた比較用トナー粒子（ｂ）の物性を表１に示す。
【０２２０】
該トナー粒子（ｂ）中のワックス成分及び着色剤の分散状態を透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ
）で観察したところ、図７（ｂ）の模式図のように結着樹脂の内部にワックス成分が粒状
に内包化されていた。またワックス成分中におけるカーボンブラックの分散は観察されな
かった。
【０２２１】
該比較用トナー粒子（ｂ）を用いて、トナーの製造例１と同様にして、比較用トナー（ｂ
）及び比較用二成分現像剤（ｂ）を作製した。
【０２２２】

用いるワックス成分を最大吸熱ピーク温度５７℃のパラフィンワックスにかえる以外は、
トナーの比較製造例２と同様にして、比較用トナー粒子（ｃ）を得た。
【０２２３】
得られた比較用トナー粒子（ｃ）の物性を表１に示す。
【０２２４】
該トナー粒子（ｃ）中のワックス成分及び着色剤の分散状態を透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ
）で観察したところ、図７（ｂ）の模式図のように結着樹脂の内部にワックス成分が粒状
に内包化されていた。またワックス成分中におけるカーボンブラックの分散は観察されな
かった。
【０２２５】
該比較用トナー粒子（ｃ）を用いて、トナーの製造例１と同様にして、比較用トナー（ｃ
）及び比較用二成分現像剤（ｃ）を作製した。
【０２２６】

・スチレン／ｎ－ブチルアクリレート樹脂　　　　　　　　　１５０重量部
（ピーク分子量２００００、重量平均分子量／数平均分子量＝１．８、ガラス転移温度＝
６０℃）
・トナーの製造例１で用いた飽和ポリエステル樹脂　　　　　　　４重量部
・トナーの製造例１で用いた不飽和ポリエステル樹脂　　　　　　１重量部
・トナーの製造例１で用いたカーボンブラック　　　　　　　　１０重量部
・トナーの製造例１で用いた負電荷性制御剤　　　　　　　　　　２重量部
・最大吸熱ピーク６０℃のパラフィンワックス　　　　　　　　　６重量部
【０２２７】
上記成分を二軸エクストルーダーで溶融混練し、冷却した混練物をハンマーミルで粗粉砕
した後、粗粉砕物をジェットミルで微粉砕し、分級して分級粉（ｄ）とした。
【０２２８】
得られた分級粉（ｄ）の物性を表１に示す。
【０２２９】
該分級粉（ｄ）中のワックス成分及び着色剤の分散状態を透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ）で
観察したところ、図７（ｃ）の模式図のように結着樹脂の内部にワックス成分が微分散し
ていた。またワックス成分中におけるカーボンブラックの分散は観察されなかった。
【０２３０】
該分級粉（ｄ）を用いて、トナーの製造例１と同様にして、比較用トナー（ｄ）及び比較
用二成分現像剤（ｄ）を作製した。
【０２３１】

・スチレン／ｎ－ブチルアクリレート樹脂　　　　　　　　　１５０重量部
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（ピーク分子量１３０００、重量平均分子量／数平均分子量＝１．６、
ガラス転移温度＝６０℃）
・トナーの製造例１で用いた飽和ポリエステル樹脂　　　　　　　４重量部
・トナーの製造例１で用いた不飽和ポリエステル樹脂　　　　　　１重量部
・トナーの製造例１で用いたカーボンブラック　　　　　　　　１０重量部
・トナーの製造例１で用いた負電荷性制御剤　　　　　　　　　　２重量部
・最大吸熱ピーク６０℃のパラフィンワックス　　　　　　　　　６重量部
【０２３２】
上記成分を二軸エクストルーダーで溶融混練し、冷却した混練物をハンマーミルで粗粉砕
した後、粗粉砕物をジェットミルで微粉砕し、分級して分級粉（ｅ）とした。
【０２３３】
得られた分級粉（ｅ）の物性を表１に示す。
【０２３４】
該分級粉（ｅ）中のワックス成分及び着色剤の分散状態を透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ）で
観察したところ、図７（ｃ）の模式図のように結着樹脂の内部にワックス成分が微分散し
ていた。またワックス成分中におけるカーボンブラックの分散は観察されなかった。
【０２３５】
該分級粉（ｅ）を用いて、トナーの製造例１と同様にして、比較用トナー（ｅ）及び比較
用二成分現像剤（ｅ）を作製した。
【０２３６】
【表１】
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【０２３７】
〔実施例並びに比較例〕
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本実施例に用いた画像形成装置について説明する。図１は本実施例に適用される画像形成
装置の断面の概略図であり、図２は画像形成装置の現像装置図である。
【０２３８】
感光体ドラム１は、基材１ａ上に有機光半導体を有する感光層１ｂを有し、矢印方向に回
転し、対向し接触回転する帯電ローラー２（導電性弾性層２ａ、芯金２ｂ）により感光体
ドラム１上に約－６００Ｖの表面電位に帯電させる。露光３は、ポリゴンミラーにより感
光体上にデジタル画像情報に応じてオン－オフさせることで露光部電位が－１００Ｖ、暗
部電位が－６００Ｖの静電荷像が形成される。二成分現像剤（Ａ１）を有している現像器
４－１を用い黒トナー（Ａ１）を感光体１上に反転現像法を用いトナー像を得た。該トナ
ー像は中間転写体５上に転写され、感光体１上の転写残トナーはクリーニング部材８によ
り、残トナー容器９の中に回収される。
【０２３９】
中間転写体５は、パイプ上の芯金５ｂ上にカーボンブラックをニトリル－ブタジエンラバ
ー（ＮＢＲ）中に充分分散させた弾性層５ａをコーティングしたものであり、該コート層
５ａの硬度は「ＪＩＳ　Ｋ－６３０１」に準拠し３０度で、かつ体積固有抵抗値は１０ 9

Ω・ｃｍであった。感光体１から中間転写体５への転写に必要な転写電流は約５μＡであ
り、これは電源より＋５００Ｖを芯金５ｂ上に付与することで得られた。
【０２４０】
転写ローラ７の外径は２０ｍｍであり、該転写ローラ７は直径１０ｍｍの芯金７ｂ上にカ
ーボンの導電性付与部材をエチレン－プロピレン－ジエン系三元共重合体（ＥＰＤＭ）の
発泡体中に充分分散させたものをコーティングすることにより生成した弾性層７ａを有し
、弾性層７ａの体積固有抵抗値は１０ 6Ω・ｃｍで、「ＪＩＳ　Ｋ－６３０１」の基準の
硬度は３５度の値を示すものを用いた。転写ローラには電圧を印加して１５μＡの転写電
流を流した。
【０２４１】
加熱定着装置Ｈにはオイル塗布機能のない熱ロール方式の定着装置を用いた。この時上部
ローラー、下部ローラー共にフッ素系樹脂の表面層を有するものを使用し、ローラーの直
径は６０ｍｍであった。また、定着温度は１３０℃、ニップ幅を７ｍｍに設定した。
【０２４２】
以上の設定条件で、常温常湿（２５℃，６０％ＲＨ）、高温高湿（３５℃，８５％ＲＨ）
環境下で一週間放置した。その後１２枚／分（Ａ４サイズ）のプリントアウト速度で現像
剤（Ａ１）を逐次補給しながら単色での連続モード（すなわち、現像器を休止させること
なくトナーの消費を促進させるモード）でプリントアウト試験を行い、得られた５０００
枚のプリントアウト画像を後述の項目について評価した。
【０２４３】
更に、常温常湿下において１００枚のベタ白画像をプリントアウトし、トナー層厚規制部
材に対するトナーの融着を観察した。
【０２４４】
以上の評価結果を表２及び３に示す。
【０２４５】
更に、上記の画像形成装置の現像器４－２～４－４に二成分現像剤（Ａ２）～（Ａ４）を
導入して、フルカラーの画像形成を行なった。得られた画像は透明性と彩度に優れており
、色ムラ等の画像不良の発生の生じていない高品位な画像が得られた。また、画像形成装
置とのマッチングに関しても問題の無いものであった。
【０２４６】

実施例１において、用いる現像剤を二成分現像剤（Ｂ）～（Ｄ）にかえる以外は、同様に
してプリントアウト試験を行ない、評価を行なった。評価結果を表２及び３に示す。
【０２４７】
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実施例１において、用いる現像剤を二成分現像剤（ａ）～（ｅ）にかえる以外は、同様に
してプリントアウト試験を行ない、評価を行なった。評価結果を表２及び３に示す。
【０２４８】
【表２】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０２４９】
【表３】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０２５０】

図２に示す画像形成装置の現像装置を図３に示すものに交換し、トナー担持体の移動速度
が静電潜像担持体面の移動速度に対し、３．０倍となるように設定し、トナー（Ａ１）と
比較トナー（ａ）の各々を逐次補給しながら単色での間歇モード（すなわち、１枚プリン
トアウトする毎に１０秒間現像器を休止させ、再起動時の現像装置の予備動作でトナーの
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劣化を促進させるモード）により前記実施例と同様に評価を行った。尚、現像装置には常
温常湿および高温高湿環境下で一週間放置したトナーを充填した。
【０２５１】
また、同時に用いた画像形成装置と上記現像剤のマッチングについても評価した。
【０２５２】
ここで用いたトナー担持体の表面粗度Ｒａは１．５であり、トナー規制ブレードはリン青
銅ベース板にウレタンゴムを接着し、トナー担持体との当接面をナイロンによりコートし
たものを用いた。評価結果を表４及び５に示す。
【０２５３】
【表４】
　
　
　
　
　
　
　
　
【０２５４】
【表５】
　
　
　
　
　
　
　
　
【０２５５】

本実施例では市販のレーザービームプリンターＬＢＰ－ＥＸ（キヤノン社製）にリユース
機構を取り付け改造し、再設定して用いた。即ち、図４において、感光体ドラム上の未転
写トナーを該感光体ドラムに当接しているクリーナーの弾性ブレードによりかき落とした
後、クリーナーローラーによってクリーナー内部へ送り、更にクリーナースクリューを経
て、搬送スクリューを設けた供給用パイプによってホッパーを介して現像器に戻し、再度
、回収トナーを利用するシステムを取り付け、一次帯電ローラーとしてナイロン樹脂で被
覆された導電性カーボンを分散したゴムローラー（直径１２ｍｍ，当接圧５０ｇ／ｃｍ）
を使用し、静電潜像担持体にレーザー露光（６００ｄｐｉ）により暗部電位Ｖ D＝－７０
０Ｖ、明部電位Ｖ L＝－２００Ｖを形成した。トナー担持体として表面にカーボンブラッ
クを分散した樹脂をコートした表面粗度Ｒａが１．１を呈する現像スリーブを感光ドラム
面の移動速度に対して１．１倍となる様に設定し、次いで、感光体ドラムと該現像スリー
ブとの間隙（Ｓ－Ｄ間）を２７０μｍとし、トナー規制部材としてウレタンゴム製ブレー
ドを当接させて用いた。現像バイアスとして直流バイアス成分に交流バイアス成分を重畳
して用いた。
【０２５６】
また、加熱定着装置Ｈには図５及び６に示した定着装置を用い、加熱体３１の検温素子３
１ｄの表面温度は１３０℃、加熱体２１－シリコーンゴムの発泡体を下層に有するスポン
ジ加圧ローラー３３間の層圧は８ｋｇ、加圧ローラーとフィルムのニップは６ｍｍとし、
定着フィルム３２には、転写材との接触面にＰＴＥＦ（高分子量タイプ）に導電性物質を
分散させた低抵抗の離型層を有する厚さ６０μｍの耐熱性ポリイミドフィルムを使用した
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。
【０２５７】
以上の設定条件で、常温常湿（２５℃，６０％ＲＨ）、高温高湿（３５℃，８５％ＲＨ）
環境下、一週間放置した。その後１２枚／分（Ａ４サイズ）のプリントアウト速度でトナ
ー（Ａ１）および比較トナー（ａ）の各々を逐次補給しながら間歇モード（すなわち、１
枚プリントアウトする毎に１０秒間現像器を休止させ、再起動時の現像装置の予備動作で
トナーの劣化を促進させるモード）でプリントアウト試験を行い、得られたプリントアウ
ト画像を後述の項目について評価した。
【０２５８】
また、同時に用いた画像形成装置と上記トナーのマッチングについても評価した。
【０２５９】
評価結果を表６及び７に示す。
【０２６０】
【表６】
　
　
　
　
　
　
　
　
【０２６１】
【表７】
　
　
　
　
　
　
　
　
【０２６２】
本発明の実施例及び比較例中に記載の評価項目の説明とその評価基準について述べる。
【０２６３】
［アウトプット画像評価］
＜１＞画像濃度
常温常湿環境下における１００枚目、高温高湿環境下における３００枚目のプリントアウ
ト画像について画像濃度を評価した。尚、画像濃度は「マクベス反射濃度計」（マクベス
社製）を用いて、原稿濃度が０．００の白地部分のプリントアウト画像に対する相対濃度
を測定した。
Ａ：１．４０以上
Ｂ：１．３５以上、１．４０未満
Ｃ：１．００以上、１．３５未満
Ｄ：１．００未満
【０２６４】
＜２＞カブリ
常温常湿環境下における１００枚目、および高温高湿環境下における３００枚目のプリン
トアウト画像の白地部分の白色度と転写紙の白色度の差から、カブリ濃度（％）を算出し
、画像カブリを評価した。尚、カブリ濃度は「リフレクトメーター」（東京電色社製）に
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より測定した。
Ａ：１．５％未満
Ｂ：１．５％以上、２．５％未満
Ｃ：２．５％以上、４．０％未満
Ｄ：４．０％以上
【０２６５】
＜３＞定着性
定着性は、常温常湿環境下における１００枚目のプリントアウト画像に対して、５０ｇ／
ｃｍ 2の荷重をかけ、柔和な薄紙により摺擦し、摺擦前後での画像濃度の低下率（％）で
評価した。なお、転写紙としては１２８ｇ／ｍ 2の紙を用いた。
Ａ：５％未満
Ｂ：５％以上、１０％未満
Ｃ：１０％以上、２０％未満
Ｄ：２０％以上
【０２６６】
［画像形成装置マッチング評価］
＜１＞現像スリーブとのマッチング
プリントアウト試験終了後、現像スリーブ表面への残留トナーの固着の様子を目視で評価
した。
Ａ：固着は未発生。
Ｂ：固着はほとんど発生せず。
Ｃ：多少固着がある。
Ｄ：固着が多い。
【０２６７】
＜２＞感光ドラムとのマッチング
プリントアウト試験終了後、感光体ドラム表面の傷や残留トナーの固着の発生状況を目視
で評価した。
Ａ：傷及び固着は未発生。
Ｂ：わずかに傷の発生が見られる。
Ｃ：固着や傷がある。
Ｄ：固着が多い。
【０２６８】
＜３＞中間転写体とのマッチング
プリントアウト試験終了後、中間転写体表面の傷や残留トナーの固着状況を目視で評価し
た。
Ａ：傷及び固着は未発生。
Ｂ：表面に残留トナーの存在が認められる。
Ｃ：固着や傷がある。
Ｄ：固着が多い。
【０２６９】
＜４＞定着装置とのマッチング
プリントアウト試験終了後、定着フィルム表面の傷や残留トナーの固着状況を目視で評価
した。
Ａ：未発生。
Ｂ：わずかに固着が見られる。
Ｃ：固着や傷がある。
Ｄ：固着が多い。
【０２７０】
［トナー層厚規制部材に対する融着］
Ａ：融着は未発生。
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Ｂ：融着はほどんど発生せず。
Ｃ：多少融着がある。
Ｄ：融着が多い。
【０２７１】
【発明の効果】
以上説明した様に、本発明によれば、ワックス成分を結着樹脂中に特定の状態で存在させ
ることにより、極めて画像の色味が良好で、かつ、グロスの適正な高品位の画像を長期に
わたって形成することができる。また、感光体等にトナー粒子を融着させることなく高効
率で転写することが可能となり、画像形成装置とのマッチングも好適なものとなる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明に好適な画像形成装置の概略的説明図である。
【図２】本発明の実施例に用いた二成分現像剤用の現像装置の要部の拡大横断面図である
。
【図３】本発明の実施例に用いた一成分現像剤用の現像装置の要部の拡大横断面図である
。
【図４】未転写トナーをリユースする画像形成装置の概略的説明図である。
【図５】本発明の実施例に用いた定着装置の要部の分解斜視図である。
【図６】本発明の実施例に用いた定着装置の非駆動時のフィルム状態を示した要部の拡大
横断面図である。
【図７】トナーの断面の特徴を表す模式図である。
【符号の説明】
１　感光体（静電潜像担持体）
２　帯電ローラー
３　露光
４　４色現像器（４－１、４－２、４－３、４－４）
５　中間転写体
６　転写材
７　転写ローラ
１１　現像剤担持体
１３　感光体ドラム
３０　ステー
３１　加熱体
３１ａ　ヒーター基板
３１ｂ　発熱体
３１ｃ　表面保護層
３１ｄ　検温素子
３２　定着フィルム
３３　加圧ローラー
３４　コイルばね
３５　フィルム端部規制フランジ
３６　給電コネクター
３７　断電部材
３８　入口ガイド
３９　出口ガイド（分離ガイド）
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】

【 図 ５ 】
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【 図 ６ 】 【 図 ７ 】
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